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今月号の概要
1 .科学技術トピックス
1.1 ライフサイエンス分野
(1)再生医療の海外基礎研究開発状況
特に幹細胞生物学研究を中心に
近年、従来行われてきた臓器移植や人工臓器を用いる治療法にとって代わる方法として、再生
医療の進歩に大きな期待が寄せられている。
米国では、来年度、匹性幹細胞(ES細胞)研究に 1億ドル(約 120億円)、体性幹細胞研究に 2
億ドル(約 240億円)品、う巨額の連邦予算を投入することが決定しており、研究が加速することが予
想される。わが国でも、この分野で、の国際競争力を得るためにも、国家的な取り組みとして研究開発
の体制整備等が強く望まれる。
(2)セレラ社と国際チームが予測したヒトの新規遺伝子は重なりが少ない
昨年国際公的機関チームとセレラ社によってヒトゲ、ノムの概要配列決定が発表され、ヒトゲノムに
コードされた遺伝子の数が従来信じられていたよりもはるかに少なく、およそ 3万個程度と推定され
た。しかし、実はこの推定値もあまり当てにはならなし、かもしれないことを示唆する報告が Cell誌に
掲載された。
遺伝子発見問題解決には一層の研究が必要であり、実用的な予測を行うためには遺伝子の発
現解析のような実験データと組み合わせることが早道であると考えられる。
1.2情報通信分野
(1)インテル高速プロセッサ用の新実装技術を発表
インテルは10月8日(日本時間 10月9日)、現在最速のプロセッサのlOf蔀車く、また 10億個以上のトラ
ンジスタ搭載を可能とする新しし、パッケージ技術を開発したと発表した。半導体分野ではプロセス技術であ
るリソグラフィー技術に続いて、実謝静i-I'こおいても米国の研究の進展が明らかlこなりつつある。
1.3環境分野
(1) COP7会合で最終合意が成立
国連気候変耕輔E鍬句(UNFCCC)第7回締約国会議(COP7)が 10月29日'"'"'1月9日まで、モロッコの
マラケッシュで開催され、クリーン開発メカニズム(CDM)における森林と土地利用、途上国への資金の拠出、
排出権取引などの柔軟性措置、削減目標の未達成時の遵守覗定などに関する京却議定書の運用規則につ
いて、最終合意に達した。
(2)マツノザイセンチュウに関する国際ワークショップ
わが国において非常に身近な環境問題の一つで、あるマツ材線虫病(俗称"まつくし、むし"または"マツ枯
れ")に関する国際ワークショップがポルトガルのエボラ大学で開催された。参加者数が50人規模でありなが
らポルトガルの農林水産大臣と文部科学大臣など、の参加もあり、ヨーロッパの森林保護に携わる関係者の意
気込みの高さを窺わせた。
1.4ナノテク・材料分野
(1)自己組織的手法による銀ナノワイヤーの形成
韓国の Pohang科学技術大学の B.H. Hong他は、聖杯型(飲口が広がったカップ様)をした分子
の自己組織化により、ナノレベルの孔を持つテンプレート(鋳型)を作り、それを用いて銀ナノワイヤ
ーを作製したと発表した(Science，2001年 10月 12日)。
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1.5エネルギー分野
(1)中国における省エネルギー技術普及の必要性
10月8日'"'-'1日、中国西安市において、中国動力工学会、日本機械学会および米国機械学会
の共催による国際動力エネルギー会議(ICOPE-2001)が開催された。
官頭に西安交通大学YansunLu教授がrChinese Economics Sustainable Development Strategy 
and Energy Industry Jと題する基調講演を行い、中国におけるエネルギー消費の現状および省エネ
ルギー技術普及の必要性を訴えた。
(2)発電システムの予防保全を支援する情報システムで原子力発電の稼働率向上
8月 14'"'-'16日、米国電力技術研究所(EPRI)の主催により、発電システムの保守技術に関する国
際会議が米国ヒューストンで開催された。
EPRIのDavidWorledge氏は、原子力発電の運転成績向上に大きく貢献したプラント機器の状態
監視、オンライン検査、点検保守計画を一体化した情報システムについて発表した。
1.6製造技術分野
(1)高集積化されたマイクロ化学システム
基盤上形成したマイクロメートノレサイズの溝の中において、化学分析や化学反応を行う「マイクロ
化学システムjの進展に関する発表が東京大学大学院北森武彦教授らからあった。
これは、試料・廃棄物量の低減、高速処理などの利点をもたらし、さらに化学プラントさえも小型化
できる可能性があると期待される。
1.7社会基盤分野
(1)地震による絶対重力変化を初めて検出
1998年に発生した岩手山南西麓を震源とする地震において絶対重力変化が初めて観測された。
今回の観測値は、震源断層モデルにおける予測値と一致している。絶対重力変化が震源断層の
活動をよく反映しているのであれば、従来の地震波データと地殻変動データの解析に、そのデータ
を加え、より正確に震源断層モデルを決定することが可能になる。地震研究、重力研究に新たな展
開をもたらす可能性が出てきた。
1.8フロンティア分野
(1)宇宙太陽発電の将来展望
宇宙太陽発電では、宇宙空間で巨大な太陽電池パネルで、発電し、マイクロ波により地球や宇宙
都市へ送電する。約 20年前に発表されたが、近年、エネルギー資源と環境問題の解決という視点
から、実用化のための研究が進められる機運にある。わが国では、実用化の目標を 2040年に設定
して検討が開始された。今後、エネルギーコスト、マイクロ波が生体や既存通信網へ及ぼす影響の
評価等について、幅広い基礎データの積み上げが必要である。
2.特集再生医学の最近の動向
一幹細胞を用いた再生医学についてー
第 2期科学技術基本計画において重点分野のーっとしてライフサイエンス分野があげられており、
この中で、国家的・社会的課題に対応するため重点的・戦略的に取り組む課題のーっとして再生医
療が取り上げられている。また、再生医学・再生医療を巡る生命倫理に関する議論も総合科学技術
会議等で活発に行われているところである。
このような状況を踏まえ、再生医学・再生医療の最近の動向、特に幹細胞を用いた再生医学につ
いて、平成 13年 9月 12日に行われた京都大学大学院医学研究科西川伸一教授による科学技術
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政策研究所所内講演会の内容に我々の調査を加えて、本特集をまとめた。
本稿では、はじめに、再生医学の面から、①体性幹細胞及び匹性幹細胞を用いた研究の進展に
ついて紹介する。次に、再生医療の面から、②再生産療と医療費との関係について、③再生医療
の拠点形成の意義について紹介する。そして、④ヒト匹性幹細胞研究に関する生命倫理の問題に
ついて述べ、最後に、⑤特に再生医学研究において問題となる「科学界の知識」と「社会が共有で
きる知識Jとの関係について述べる。
3.特集 科学コミュニケーションの動向
一科学ジャーナルを取り巻く状況ー
科学ジャーナルは研究者間の最も重要なコミュニケーション手段の一つで、あり、研究を進展させ
る上で極めて重要なものである。購読価格の高騰、刊行する学会や出版社の状況の変化、電子化・
オンライン化の急速な進展など、ジャーナルを取り巻く状況は急激に変化している。その他、ジャー
ナルを補完するプレプリントサーバーのような新しい取り組みもある。
このような状況の下、ジャーナルシステムの改革を進める動きが日米欧にあるが、その動きは刊行
する学会や出版社に止まらず、機関購読者である図書館や中間エージェントにまで、及んでいるO 電
子化・オンライン化の持つ大きなポテンシャルを用いて、新しい魅力あるジャーナル、ンステムを構築
するために、総合的な協同や適切な分担による取り組みが必要である。
科学コミュニケーションを促進するためには、科学ジャーナルの電子化の推進、客観的で公平か
っ速やかなpeerreview (査読)の維持、継続的な科学情報提供の重要性などを提起した。
4.特集 わが国の研究成果(論文)に対する国際評価
一日本発の“一流論文"の増加-
わが国から発表された論文が国際的にどの程度の評価を受けているかについて、 「一流ジ
ャーナルにおける論文シェア」や「被引用回数(分野・領域別)J等を使って分析した結果、
下記ような点が明らかとなった。
一流ジャーナル (Science、Nature)の掲載論文に占めるわが国のシェアは年々、増加傾
向にあり、わが国において国際級の研究成果が増えている。
わが国は過去 10年問、物理学・材料科学分野および化学分野に力を入れてきており、ま
たこれらの分野には、わが国に世界をリードする機関が存在する。
ナノテクノロジーでは、過去 10年間、わが国は国際的に注目される論文を輩出してきた。
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1 .科学技術トピックス
以下は科学技術専門家ネットワークにおける専門調査員の投稿(11月号は10月6日より11月2日まで)を
「科学技術トヒ。ックス」としてまとめたものですcセンターにおいて、関連する複数の投稿をまとめ、また必要な
情報を付加する等独自に編集するため、原則として投稿者の氏名は掲載いたしません。ただし、投稿をその
まま掲載する場合は、投稿者のご了解を得て、記名により掲載しています。
1.1 ライフサイエンス分野
( 1 )再生医療の海外基礎研究開発状況
一特に幹細胞生物学研究を中心にー
近年、従来行われてきた臓器移植や人工臓器を
周ど:る治麿法l;と?丈J~t?:Þ.友法よし主ι高生医療虫
進歩一広太さな期IJ警が責堂jられーτどる_Q一
再生医度。基礎研究j主λ 骨髄移植りよヨな相砲!り
補五l主主-るー相飽1組樺色再生を旦指Lた研ー 究主J 霊ー長一義
り組織エ主_(Ii~_~ I}_E! _ _ ~ :り_gjl)_'号旦~j~g)主~~_~).概一念ーす一提之ら
む~二連一句研究と_~_~2X会Jり一友由民主\国際的E:;発展
し一丈主主-o狭義の組織工学とは、細胞が生体内で生
着する際に必要な足場(sc白a宵恥'olds)沌と細胞の両方を用
いて修復しようとする研究である。現f五t~支空Jは主、'-三これら 2
つの流れの明確な境界はなくなり札、動静甲
世__~~q..ff~\çi_~__<??雨煮を古効ーt;:;担み会長君主毘-r!!l)厚
生医賓がー旦指主むT~_~る.0._
軽細胞り基ー礎研1.eーは〉主 {;__g_~_ 組.~包u匹位J斡畑
1包iと体性静細胞1.;閉して:玄進往11:y_~99_ES 細胞は、
ijfを構成する全ての種類の細胞に分化する能力を
有し、無限に近い増殖能力を有する。現在は主に ES
細胞から目的の特定細胞へ効率的に分化誘導させ
る方法の研究開発に大きな焦点が当てられている。
体性幹細胞は、 ES細胞とは異なり、ある一定の細胞
系列への分化が運命付けられており、その中で多分
化能と自己増殖能を示す。現在、神経幹細胞など最
低 8種類の体性幹細胞が成人の組織に存在すると
考えられている。尚、俊民静静胞j_::;_ヲピ1:1t，-T想
以z上タ全化宣告一方司りー~塑f主〔ヨド去り細胞子長刻広外り
相胞ー でで分一化土る能力)K富岳:ずどる二よだ明ーら均一そ{_主主
?之さ_-:ç_~_~るん例えば、本来、骨や軟骨にのみ分化す
ると考えられていた骨髄間質幹細胞が、心筋や神経
系の細胞にも分化することが示されてきている。この
ζよi立、且己静砲~周lY_~立ー再生一医主主_~能J.;j二る_t
りーとーし主期待主;れ主]，，¥るι
幹細胞の効率的分離法としては、 FACS
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(fluorescence-activated cel sorter)を用いた方法が
ある。 FACSを利用する際の指標として、細胞表面マ
ーカー、蛍光物質 GFP(green fluorescent protein) 
及び SP(side population)細胞①などの研究開発が進
行している。金離1，.:1'こ.軽削砲り多ー幻L血j宣在主主主、
増殖土る二Jとだ却ーら丸_"I_~_~る~~~_~}t生医痩.r-._ーの応用
面か臼主:合ー 成無血清境地主り増殖法ー の開発点望ま
れる。神経幹細胞では、無血清培地により効率的に
増殖する方法が既に確立されている。
本国主民、来生度λE与ー細胞研ー君主 1 億~，!_l:-'_主体J出
静J薄日飽班1.eJ三一?J意J:JL:ーとど立巨額C連裁壬算主投み
:すごる三と点法定vておー弘ー班1.e~_I;:~_-:-:-_ドE一り
塑想、主れれ-るp我がl国主もL三む分野ゴご!l)国際競争力ーを:1号
盈?なゐKt_，国家-坦な取旦組Jみ与-と_I，.:ピ亡:支てE研す一宏閉司発り:体倖骨制J 
整f骨草筈点?強車5望主むる弘'.12
) (慶麿麿、義塾大学医学部 岡野栄之氏より引
用語説明
①SP( side population)細胞
DNAに結合するある種の色素を排出する性質を持つ細
胞。造血幹細胞を高頻度で含んでいる。
(2)セレラ社と国際チームが予測したヒトの新規遺伝
子は重なりが少ない
昨年国ー磨公一的機.開z_-:-:-J-:-_ と土~_?_t土[;よ2主主七うと
ノムの概要配列決定が大々的に発表されたことは記
憶に新しいが、そこで、の大きな驚きの一つは、ヒトゲノ
主l主主:-:-:-J:さーむた遺一伝王!l)数ーだ徒友信!えらLむ1:~>主主
り:b l主9~:J_;三公立ふ一およ:そー_~__O: f!且程度ーと推定主主した
ことで、あった。しかし、たとえゲノムの塩基配列が手に
入ったとしても、そのどこに遺伝子が書き込まれてい
るのかを解読することは、バイオインフオマティクスに
おける遺伝子発見問題として研究途上であるため、
実はこの推定値もあまり当てにはならなし、かもしれな
ど eー そのことを示唆する短い手紙が Cell誌
(Hogenesch et al.， 106，413-415， 2001)に掲載され
たので紹介する。
それによれば、 Ensembl品、うデータベースに収め
られた国際チームのデータとセレラ社の遺伝子セット
を-~-既却遺伝壬主整ー理Lー た宏、ごー乏で三ごÄ R，号毘四一と比
較すると、どちらのデータもそれらの既知遺伝子のほ
と企互主員会_~_\_~_:た9__~!?_~ l-:ーな点9_>悲L三T_it{!J_主lゴ
た遺伝子については、遺伝子の重なりを判断する基
準を非常にゆるくとった場合でも、全0)8割ー 程度ー はど
ちらか一方からしか報告されていなかった。さらに商
用θ高誼度一Dm-4-ZKてf主周Y: :_~>_tW9_Q__り~去り遺
伝子と 5，000の新規遺伝子の発現をいろいろな条
性支調ヴー丈み五ι-既坦?去却遺伝ー壬ーを開む主L月割
軽度泣1実際~ 1-:::発理さー札:(y_~益ことがわかった。
主り二主は一国際:そご:ぞうλ土!-:_z_i土!-J._1iり王拠出杢
士分三:ある-ζとを-T~空vç_~_:去五ーもっとも、現在のヒトゲ
ノム配列はあくまで概要版であり、将来両者の不一致
はある程度改善されるカもしれない。
いずれにせよ、遺伝壬発昆周題解法L:;.J主二層p
q究ー 足止要交手当弘一実用一的ー なTj!l!J_主訂互主的J三はー土
述v.~現解析jり主ヨ立案堅金支三乏と相み合þ~辻益三と
が早道であると考えられる。
(東京大学医科学研究所 高木利久氏より)
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1.2情報通信分野
(1 )インテル高速プロセッサ用の新実装技術を発表
1/_T.!~f主_!_Q__1l__~_J!_Lt=l本開閉ー 10 且 9 旦)_，_現
在最速jり70円土~:;:芳りUQJ査速ふ主?と;_JQj草個以上
。上三:/三~'2_搭載一fをど一育可I能箆-と-士る新L
装i技賃雪玄閉J発L立一と発楚.表」たQー
この技術は「バンプレス・ヒ、、ルドアップ・レイヤーj
BBUL技術と名付けられている。詳細は翌 10月9日
(日本時間 10月 10日)モントリオールで、開催された
Advanced Metalization Conference 2001で発表され
た。
インテルは高速プロセッサを開発するにあたって、
第一段階に高速、微細トランジスタの開発をにれは
6月iこ、 3原子層よりも薄いゲート絶縁膜を持ち、
1.5THzで動作するトランジスタで達成)、第二段階に
それを実現するリソグ、ラフィー技術の開発(科学技術
動向 5月号特集「次世代 LSI用リソグ、ラフィー 技術の
研究開発動向」で既報)を、そして第三段階には先の
二段階の技術で可能となる 10億個ものトランジスタ
を、速度を犠牲にすること無しにパッケージする技術
が重要であると考え、開発を行っていた。
芝、!.~1一三誌術_~_1'_旦主主誌貨LAヱZ_--::_2誌貨のl開
発点三~~t!~車h_\_拾及:立高速7pt立主主主実現ーさ
ましf己主_~_:21之雪止のl開ー発思想、が窺之9.ム
構造としては、チップとパッケージの接続に現在用
いられているバンプ(はんだ等で、作った突起)を用いる
のではなく、パッケージコア(基板)に穴をあけてチップ
を埋め込み、埋め込まれたチップの電極面上に絶縁
層を形成して配線を行い、さらにその上に電極メタル
を載せてボードとの接続用電極を形成するとし、うもの
である。
LSIの電極面の上に絶縁層を形成して多層配線を
行ったものと考えると理解し易い。その絶縁層部分が
従来概念のパッケージであるo
プロセス技術的には、現在高密度プリント基板で
使用されているピルド、アップ技術を応用していると見
られる。
実効ーより子'_~:!_z:::-:-2f!ljさー v._~足跡ιよ里高周波特性
が改善さι-ちー また輝度ー の忠一支剤約位争ー る.イゴ:/7ーを用
y_~tt.三一主演ーむため一往来J;旦も一繋!;:zラ乙一安点接続を耳
龍l三l-:_~一高速L高密度:v.rz-:!出必ー要とするj言長_(去、
三_:?)_と軍~11り:供給~:実現:立さるーとしているO
さらに、明星大学情報学部の大塚寛治氏(東京大
学先端科学技術研究センター客員研究員兼務)は、
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:1どz!~Æ二qz-BF!?-L-誌貨を.前提!;~ーたーG_t! ?:f昔の高
速な'/~_=t_~!__?._を近一三提案L三三9_ーだ:う三と壬測して
いる。
近年、裁とーな二~Z:云Á/";z..提案i主却的j既査;権主仔
う~Z:!?Jヲ!vとーなー?ー?とお_~_'-走りJ胃賓り~~昼h~主単なる_tま
衛的ーな遅hどはJ三はとどま_~:f蹟韓通信ー機器産業~;
非常に大きなインパクトを持つ。
日本が先行しているとされていた子導体会野支但
リ1_~~'~7Z1三誌節C菰誌飯発表j_ç_I:-!Y)ι続主主実装
技前λ ~Z:Z_~ぅ三J手ーの高ー速1乙り会里fJごーも本ー国主閉発ー
を強化;_l-:_1"どる二主計明ーら均三l;なり;フ~?~!り_'!!_且 J杢ゴご:b
対応が急、がれる♀
用語説明
①パッケー ジ(実装)技術
LSIチップを基板に搭載するための技術全般を指す。チ
ップとリー ドフレー ム(またはパッケー ジ用基板)との嬢続、
LSIを保護する封止、基板との接続・組立、冷却などの多く
の技術分野を含む。
パッケー ジの形状としては、 LSIを保護する樹脂の碕脇
から金属板を型抜きしたリー ドフレー ム(ピン)がでている
DIP(Dual In-line Package)が LSIの一般的なイメー ジだが、
現在では形状やピンの配置から QFP(四方にピンが出て
いる薄型パッケー ジ)、 PGA(パッケージの下面に格子状に
ピンが出ているもの)、 CSP(LSIとほぼ同じ大きさのパッケ
ジー)など多くの種類がある。また、基板上に直接 LSIを搭
載し、樹指で封止するベアチップ実装や一つのパッケージ
に複数の LSIを搭載するマルチチップパッケージも実用化
されている。
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1.3 環境分野
(1 )COP7会合で最終合意が成立
国連気候変動性相条約ー ωINFC巳C)ー第ヱ回締泊l国
会議 _(_Ç9Y7)_がー 10 旦 29 旦主:_~_n_~_旦ー旦主7ご:L主守
ツコのマラケッシュで、開催された。事務レベルの協議
においては、結論書草案の作成に向けて①モニタリ
ングに関連する議定書 5条(方法上の問題)、 7条
(情報の送付)、 8条(情報の検討)の交渉グループ、
②遵守に関する交渉グ、ループ、③京都メカニズムに
関する交渉グループの 3グループの他に、クリーン
開発メカニズ、ム(CDM)、非付属書 I締約国の国別
報告書に関する専門家諮問、共同実施(JI)、支払い
遅延、発展途上国(LDCs)に関するグ、ループなどの
非公式グループが作られた。
11月 6 日の事務協議最終日に、 COP決定書草
案が採択できたのは遵守に関する交渉グ、ループで、あ
った。議定書 5、7、8条の交渉グ、ループからは意見
の分かれた問題が 7 日以降の閣僚級会合に提出さ
れることになり、京都メカニズ、ムに関する交渉グルー
プからは解決で、きなかった二つの問題が COP7のエ
ルヤズギ Elyazghi議長(モロッコの領域内計画、都
市管理、住宅環境大臣)に報告された。
11月 7日からは閣僚会議が始まると共に、京都メ
カニズム、議定書 5、7、8条、 LDCsについての交渉
が継続して行われ、 10 日未明に最終:合.意J三達~立q_
この COP7会合で、の最終合意について、茨城大
学三村信男教授が次のように報告した。
10月末からモロッコで開催されていたCOP7で、最
終合意が成立したことが報道された。参加各国の閣
僚会合で、京都議定書の運用ルールを定めた法的
文書が採択されたものである。 1997年の温暖化防止
京都会議(COP3)で京都議定書が採択されて以降、
その運用ルール作りは難航を極め、 1999年のハーグ
会合を中断、 2000年のボン再開会合で大枠合意し、
今回、最終合意lこ至ったO 合意の経過と内容が詳し
く伝えられていないので、詳細にわたる評価はできな
いが、大局的な視点、から今回の合意の意義と今後の
課題を考えてみたい。
最去の意義ー は入京都議定書ー り一批一准三発一効J三層w-_主
道が整ったことで、ある。今回の会議で採択されたのは、
課題となっていた途上国支援、温暖化防止の柔軟性
措置である京都メカニズム、吸収源の取り扱い、遵守
の規則などに関する法的文書である。二J色合意j;よ2
1"/!-:，ご:-/!-:'主一りーヨ:1明l忠がー な三なDλー締約国民哀都議定量
り批准主主ーすり:る三と点可能l主主2た一巳ー今後~'-~~_友国
以よ芯批准_l，.:_， _批准1-:}三閉属重1国り温室効果友三
鞍出量り;合ー計点ーJ_~_~Q_~_C:'2附属書 1 国;全体り踏;排出一
量りー 55'1完走越之ましJ主主ー 議定書J主発効ー 土色ー
哀都議定書り.発効Jt，世界史温暖fι防止及たb
C:'2~去ー的拘一束忠一虫色る:仕組みま一持-J二主主意味:空五♀一
1992年に締結された温暖化防止枠組条約でも、 2000
年までに温室効果ガスの排出量を1990年レベルに
安定化するという目標を掲げていた。しかし、それは
精神的な目標で、あったために、実現で、きなかった。京
都議定書が発効してはじめて法的な拘束力と目標の
もとで国際的取り組みが行われることになる。そうした
意味で、 COP7での合意を評価し、京都議定書の早
期の批准、発効を期待したい。
l，.:_7，_:l，.:λ 全ーj国ー の:合京出品暖化防止ー {;血，t-玄jり第:
安y_;;_-:tぎ立v¥ι国際政治の上では画期的な京都議
定書の発効も、これのみで温暖化防止ができるわけ
ではないからである。今世紀中に予想される1.4"-' 
5.80Cの気温上昇を抑制するためには、第2期以降さ
らに本格的な温暖化防止対策の検討・実施が不可
欠である。第1期(2008"-'2010年)の目標達成は、第2
期以降の対策に向けた取り組みの重要なマイルスト
ンーと言える。
実効怠る混暖化対策のよ:忌.鍵主握豆りー出土~_国C
票方自主:あ_~p__ブ、ツシュ政権の誕生後、米国は京都議
定書からの離脱を表明しているが、世界のCO2の四
分の←ーを排出する米国の取り組みなしに温暖化防止
は成功しない。また、途上国の参加も今後の重要な
課題である。現在の京都議定書の削減義務は先進
国のみに課せられているが、 2010年までには、途上
国からの排出量が先進国を上回ると予想されている。
中国やインドをはじめ、経済成長を強く望む途上国を
取り込んでどう温暖化防止の国際的な枠組を強化す
るかは、今後の大きな課題である。
最後に、台ーだ国主 I主λJ_~_~Q~_f;比五三_，_~_支J三
ÇQ2排出量主'7%理担Lヱ~_~99ー京都議定書の目標
である1990年比6%削減を達成しようとすれば、合計
13%程度の削減を実現せねばならない。近;与り塑相
主13 家庭警交通部閉I~とり太幅増加U;よ-:::>玄 v\亙ζと
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??~_'21:1:t ，j昆室効是)l~_O)_削蹴i主志(J)(J)土産土生
活りろ~?1!~~り一変夏玄一迫:?E]互な事業__とある'0 長引国
s_T.恵一都議定書り皇期ー 批准主主ぬたど点ふ;宏、児二と
はλ一国ー自主第 l三本腰主Atぱ~J!:hJ主主ーら立'v¥三とJを
意味しているQ
(2)マツノザイセンチュウに関する国際ワークショップ
わが国におけるマツ材線虫病(俗称"まつくいむ
し"または"マツ枯れ")によるマツ類・マツ林の被害は
北海道と青森県を除く 45もの都府県で発生しており、
被害量は平成 12年度で約 84万 m3(胸高直径
30cm'樹高 20mの立木換算で、およそ 140万本に相
当)に達し、 17府県では前年比 20%以上の増加に
なっている。このような甚大な被害発生は、防風・防
潮保安林などとしての国土保全の面ばかりでなく優
れた風致景観の形成とし、う面からも非常に身近な環
境問題の一つである。
この問題に関する国際ワークショップについて、京
都大学二井一禎助教授が以下のように報告した。
マツノザイセンチュウは中国、韓国、台湾など近隣
諸国で流行した後、スカンジナピア諸国でも繁殖確
認がなされた。このためヨーロッパ諸国は厳しい防疫
体制を引し、ていたが、 1998年にポルトガルのリスボン
近郊でこの病気の発生が確認された。このような状況
の下で、本年 8月 20日から 3日間の会期でこの問
題巳関Tる国際立で土?と-雪之7ー だ2~~、ど企ら1__I~9___~
01まと離ιたさす~~?m_一広島ゑ壬~-_?太主主開催主むた_0..
参加者ーは約50名程庄支出あ2左足〉J17fk上11)_，-:_c:'2農
林J水産太匡ーと-z部許主1ç_匡λー壬~ZE_*長立ーとの参
却ーもありλー胃:三一竺立三"，(J)森村1~_護f;携才?9関係者ーり一意
気込ー みJり高主を:窺台辻た9ー
研究発表では、①Europeanand Mediterranean 
Plant Protection Organization (EPPO)の D.
McNamara研究員から、マツノザイセンチュウが原因
のマツ枯れについては、病原性決定に至る方法論な
ど研究者間での統ーが必要とする発表、②広島県県
立林業試験場と広島大学が共同で、行った、非病原
性のニセマツノザイセンチュウが外国から侵入した病
原性マツノザイセンチュウによって置き換わってして
現象の発表、③京都大学が行った、人工酸性雨がマ
ツ枯れ進展に及ぼす影響についてモデ、/レを用いた
解説などが特に注目された。
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この森林流行病においては、病原体の明確な種同
定が問題の解決の前提として絶対に不可欠であると
しづ共通の認識がある。しかし、各国の様々な事情、
各国の研究者の置かれた研究環境などが原因で、
例えば分子生物学的な手法を駆使できるか否かに
ついては未だに統一的な研究環境の下にない、など
問題解決への国際的な意志の一致が遅れていると
いう面は否めない。
我長国~;おj土~)課題はL①応用色り強U会竪主、jめ
るため、基礎研究を中心とする大学では研究への取
q組.?t:り遅~~n~~深刻1.~~9.，一②-現実実~~ι5ヨl民主主:.t被度害虫進展
lは主:欝容
進土-る強市担制!リi!J.だ弱kど?λ-③班2窓E成暴是-主芯1披書宣J曳現型地.支f己:θ-社
?策寝 lι5活主企色>;さ丈れι1主-な心聖主♂?-3多多与堅-三ふλ-産主宜-り匂-連提方型足~.~強f聖三求
F悼う~ら0.札:玄玄r.~ど1る盃-λ三回④.泰主主保護研1k{主λ生物ー開りー複雑な
相互関係支給食.的-，.c-到断J.9.必要が.<??:弘生態空た
ら生理主工会王生物主K主る広範なー 研君主jり養成型
不可欠である、といった研究体制の問題点の克服に
あると言える。
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1.4 ナノテク・材料分野
(1 )自己組織的手法による銀ナノワイヤーの形成
賓J機動11ご支主主T之71/二日鋳ー型i室用I.~.~λ直箆
だ飽.9._1_l}!p:λ 長ーjさー数三さpどの銀土J立ゴ:土-主{官製l.-
たとλ韓国史fゆ_e!ry.g.設学技館主主Z1-BLHt-H∞.d也
が発表した(Science，2001年 10月 12日)。
カリツクス[4]ハイドロキノン①を自己組織化させ、ナ
ノレベルの径の筒孔を持ったテンプレートを作製した。
Hong 等はこれを才:!.2:1士三一:.T.~.Z:~三上と陛企主、
いるQこのテンプレートに硝酸銀の水溶液を吸収させ、
30秒間紫外線照射し銀イオンを還元することにより、
ナノワイヤーを形成させる。テンプレートの断面は、筒
孔が規則正しく正方格子を作っており、銀ナノワイヤ
ーはこの筒孔内に成長する。金、パラジウム、プラチ
ナ、水銀イオンにおいて同様のナノワイヤーが形成
できる可能性がある。
金属ナノワイヤーは、その物理的性質が興味深い
ことと、超微細電子回路の形成に利用できる可能性
からナノエレクトロニクス材料として興味を持たれてい
る。これまでに報告されている金属ナノワイヤーは高
真空中でしか安定に存在できないのとは対照的に、
Hong等の銀ナノワイヤーは空気中や溶液中でも安
定である。会ー因究?1f. ì去ーはL主賞1三容易~Jごあ.~三とよ杢
法ι三月皇位があ旦棲ヨー な応月ー が煮之らL札9.ζーとなどな
らL興味深~.\.
用語説明
①カリックス[4]ハイドロキノン
2価のフエノー ルであるハイドロキノン4つから形成され、力リ
ツクス(ギリシャの聖杯飲口が広がったカップ様)状の形をした
分子
1.5エネルギー分野
(1 )中国における省エネルギー技術普及の必要性
本年 10月 8日から 11日の期間で、虫国りー哩安
直ι長ど主λ虫国動友王宝会主_e_杢機誠空会長主_T)、
進展機捗主会ーり共催I~よるλー国際動力.壬生!~:rご;会
議ー(lÇQP.J;;二?_QQÜ~芯開催ーさh立ι
同会議冒頭に、西安交通大学 YansunLu教授に
より rChinese Economics Sustainable Development 
Strategy and Energy Industry Jと題する基調講演があ
った。
以下、同講演の内容に従って、中国におけるエネ
ルギー消費の現状および省エネルギー技術普及の
必要性について報告する。
1998年の全世界の一次エネルギー消費量は 121
億上~__~Ç~_(~Ç~;標準五尿換一算量よ-:ç:~弘一坦国泣去
のJ_Q!_1%I~í~_当T:るー_l~_~雪__~Q9_Q一五上ど SCEーま泊費」
-:ç_ど ~Q_米国に次ぐ世界第二位のエネルギー消費国
でありながら、国民 1人あたりのエネルギー消費量は
米国の1/10、日本の1/5であり、全世界の平均値と
比べても1/2にすぎない。しカも、一次エネルギー源
として石炭の占める比率が高く(2000年で 67%)、今
後経済成長に伴う CO2排出量の増加が懸念される。
過去 20年間における中国の GDPの年平均増加率
は9.7%であり、今後も年率7""8%の高い GDPの伸び
が予想されている。仮にエネルギー消費量の年平均
増加率を 2.8%に抑えたとしても、 2040年にはエネル
ギー消費量が現在の 3倍にあたる 35億トン SCEに
達し、この時点で国民 l人あたりのエネルギー消費
量がようやく世界の平均値に近づくことになる。
現在、一中国!~単位生一産量あたりーりーモ:Ì!.~:r三泊費
量は先進国ー~_5j子均値を一生一割近三J子周?ー:玄主お
ネルギ一の余地は極めて大きしい、O 仔例4えば、 20∞OO年に
おける石炭火力での石炭消費量は平均で
394g凶SCE/kWhでで、あり札、これを新鋭石炭火力の平均
値でで、ある 330g/kWhにまでで、落とすことがでで、きれば、年
開 70ωO∞O万トン SCEの節約となる。また中国では現在、
鉄 1トンの生産に 976kgSCEの石炭を消費している
が、これを最新鋭の製鉄所での石炭消費量である
659kgSCEにまで落とせれば、年間 3800万トン SCE
の節約となり、この石炭火力と製鉄所の効率改善だ
けで、中国全体で実に 10%もの省エネルギーが可能
となる。
世界A日ーの~_~9_%!sヒιめ入;全後志高日経涜成長ー出昆
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込まれーるぞp_国(/)，主主Jv主三主~J鹿野態の動血l主 21 輩
記jり世界全体ρ一巳92排出量J堂本主三左主主盃g~.全後九
む長国主虫国J三おt五高効率五民主:!J用ー 技鑑t.J主じ
めよ士盃省主烹Jv主三草ー衡の茸及i三積極.的J.;_関t?_~
二と主主ー全'_ß_Å類史底面~:I_~_~る①至子~!}:_~_ごρ-安
定;供鈴λー②環境保全、一③経噴成長ーとY_~_5__~~__閉J理の
解法K去さ三育長:士るもりーと雪之Þh_~!'_ この意味で
も、クリーン開発メカニズム(CDM)の枠組を規定した
京都議定書の行方が注目される。
(2)発電システムの予防保全を支援する情報シ
ステムで原子力発電の稼働率向上
米国電力技術研究所(EPRI)の主催で、 2001年 8
月 14""16日の問、発電システムの保守技術に関す
る国際会議が米国ヒューストンで開催された。この会
議に参加した京都大学吉川栄和教授は、注目した
研究・技術動向として以下の情報を挙げて報告した。
EPRIの DavidWorledge氏は、主ど三f之主発軍
機器ーの芯態安賞時監視L之、機器号~jり毘f号交ごJ空~
z'~ご乏~_~-zjむL.たρー さらに、:Ì:!.上17ごJ会主主~J_閉_~:I
発;軍ーを/_A主主Jりー保全抗態主主ピピヨご1空会J.((~た9ーこ
こでの知見を基に、定検時期の予測や検査項目、機
器の試験計画の立案を行う情報システムを考案し発
表した。
EPRIによれば、二の情報主/_Aま会J立.，孟来入_*国原
壬方ー盈電所ーの設備手~j周子容凪土史たりI~J開発Lたも
りゴ;~ìb_型コー最近虫進国交'(/)90う生堂越之~良延な設備
委リ周穿司りー 達成J;責主ー しfとー とのことである。また、既設
-;(_z之上り定検期周が15旦周!~短績主札たというデー
タも、この会議で配布された最近の米国の発電技術
に関する技術誌に掲載されていた。
?I号国之り毘壬力発電ーI~ぉ;_~_::I J主最近Jと三J;保空点
検長前史改善ーが進五L定換期間短縮ーと運転期開C
長期f副主主~設鑑別用空の血主，Jt.聞2'1:~~停止.警
のj昆蹟j_~，_発ー電出力立主主果λ企ど〉ー既設7'一号:/上りー運
転f生態jり血上ι旦主主U，¥もーり点あ9_qーその結果、電
力市場が自由化された後にカリフォルニア州で、発生
した電力危機以降、米国では原子力発電の経済性
や信頼性の評価が高まっている。
一方、熱効率の高さや経済性で注目されたコンパイ
ンドガスタービンは実際の運用において故障が多く稼
働率が悪いことが、同会議での米国の参加者から発表
された。このような状況のため、原子力発電で培われ
た保守点検技術を火力プラントへ適用することに関心
9 
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が高まっている。
10空前!;J主米国ー り原壬ー 力発電弘運転J成績は我が
国K比~_-:ç悪主>"':)立ー立13 三位JQ_!f_支立場ーだ道蕗!て主
感が_l!?:る&乏の裏~E';J主.1:'7之h機撮り広一態監混入生;三
号:f_~:検套，点一検保定註宵ーを三件ー{じLた蹟静止fJ手三
ムの開発があったと言える。
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1.6 製造技術分野
(1 )高集積化されたマイクロ化学システム
近年、押i_i!-:r~~I()_tél}__ 8._I!9:ly_s_i_~__~Yw:~l)}_Lg_~Ið.~)ーさと
Lab二~l_1_~9:~_çhip__主竪J主主~_~研空E点閉_J_~~主集見主主-c
~_~2g_ これは、数センチメートル角のガラスやシリコン
の基板に加工したマイクロメートルサイズの溝(マイク
旦去土生!_I:)_O)_ ~:!ご~{じ誉会型i~反応主lî2t_~~立、話
相三廃ー 棄物量り一低減"高速処理，_!j;};:'_0)_者j忠ーをーもたら
いー夏F;j己主之雪jどーモ主主ーも()_:型1己主、ーさ2~_能性;~~~
ると期待されている。
東京大学大学院工学系研究科北森武彦教授らは、
一般的な化学操作の集積化を目指して混合、反応、
加熱、冷却、抽出、相合流、相分離など化学プロセス
の単位操作をチップ上で、実現するための検討を行っ
ているが、その成果の一部が 2001年9月 18日に開
催された第 45回日本学術会議材料研究連合講演
会で紹介された。
講演では先ず、互いに不溶な複数溶媒の多層流
をチップ上で、実現した例として幅、深さがそれぞれ
150μm、70μmのマイクロチャネルで、の水/酢酸エ
チル/水の多層流が報告された。このようなスケール
の空間においては、:技体ρ-広重ー 差J:三1;:る重力三存主!v
子、~点りーも果面張方三与一生!_i:_~_土台友が 1000一倍E主度
末主どたゆ〉法ーどff:夜晃函lt主:合ー流!哩庄jι;従上~flラ成主主しL
三月:守;;ち;空二!V-立は実現用j雑な革法ど軽Iiをど革法り
主主主多一層一沈~~flラー成t_~態と立ーるとのことである。また、
マイクロチャネルの形状を工夫することにより液同士
が完全に相分離される例も示された。
次いで、多層海室用心た会離り.官!比一l~玄_，_?一個0)完全
てf丈/玄l主C61うー と:丈る種乏の金属:f_主主イ虫売)三三上抽
出操作虫集麗f_~_，-さーらJ:こーもー複合操作支'h_~__L備のヨ
子三!_lj:1~寸之と三七守主J土之上~止りーを昔形J成反応.，抽出
お主_q主主.1f金属除去Jりーた位りー洗坦操作~二放りf
z1:~~す実現L立問容が組会主ましたι
最後に、処理速度(量)の向上に関するチップ化の
利点について話があった。例えば、生産量を増やす場
合、反応容器などのスケールアップおよびその為の化
学工学的な検討が必要となるが、 1枚のチップで、反応
に最適な条件を決定した後にそのマイクロチャネルパ
ターン数を必要なだけ増やすことにより簡単に生産量
を制御できる。或いは、医療診断のような多検体の効
率的処理のような場合、量ではなく数自体を増やし処
理速度の向上を図る必要があるが、低試薬、低廃棄物、
高密度化可能なチッフ。は非常に有効と考えられる。こ
のような観点から抗原抗体反応を集積化した 4チャネ
ルの免疫診断チップの検討を進めているとの事で、あっ
た。
?ゴ'_:7._l?1ι空会fZZr与-'_:tl己主7"0土;7.(J)省資ー源i包!
麿棄物(J)煙(J.'_1七と~~_~?1土会l的主要ー詰J三沿:?:I_~_~る一ば
企り:すーな三ヌ~!?_Z-_7三Iv主、J主困難な五軒実現主主99
今後ーの研究ーの進展だ期定主札る'0
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1.7社会基盤分野
(1 )地震による絶対重力変化を初めて検出
Geophysical Research Letters 10月号に田中愛彦
氏他は、地震{;よる一種対重力家i乙?(~初治主一検出主札
たと報告した。これについて、国土地理院熊木洋太
氏より以下の投稿があったO
1998年9月3日に岩手山南西麓を震源とし、地表地
震断層が出現したマグ、ニチュード、6.1の地震が発生し
たが、この地震の前日と7日後に震源距離3kmの地点
で行われた絶対重力観測で、 -6マイクロガルの重力
変化が認められた。通常の観測誤差は1マイクロガノレ
程度であるため、この重力変化は有意である。
地震は地王虫岩盤坦ある~[ijJ_(断層面1~_~断裂\.:_1"_，_
食ど違豆二よ，;主2_1"_生_Ç9q).ゴご~，_i:;_~_主的J..三地主り
密度分布U;玄{七_~~生_ÇhJ主ー地主Jり点J三と?ー:支重良
だ.~.1七;士五はずである。今回の地震については、地
表で観測された地殻変動量の分布から震源断層モ
デル(地下で生じた断層面の位置・形態・大きさと食
い違いの向き・量)が推定されており、 6マイクロガル
品、う重力変化の値は震源断層モデ、ルから期待され
る値とよく一致する。したがって、この重力変化はまさ
に地震起源のものと判断できる。これは初めてのこと
である。
重n_変i己主1震源断層(J)活鞍主主三反聖堂Lヱ~_~9~.
であれば、そのデータは震源断層モデ、ルの決定に貢
献立主るム震源断層モデルの決定は従来、地震波デ
ータや地殻変動データの解析によって行われているが、
それぞれデータの質・量の問題や解析の不確定性の
問題を抱えている。
今後はこれらの二つに、組対重点観測_Ç~_~2第三Jり
手法を加えてより正確に震源断層モデルを決定で、きる
豆能性一方I~高まョたζJとi主主一弘一地震研窓及-çf豆刀研賓
{;主ザーたな展閉だも立らーさ札る~!!L能性坦出__亡きたとー貫主
主うι
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1.8フロンティア分野
(1 )宇宙太陽発電の将来展望
エネルギー・資源 2001年9月5日において、京都
大学松本紘氏が宇宙耐用発電に関する今後の展
望を発表している。これについて東京理科大学
谷辰夫氏より以下の報告があった。
宇宙太陽発電所は宇宙空間で巨大な太陽電池パ
ネルを広げ、太陽光発電によって得られる直流電力
をマイクロ波に変換して、送電アンテナから地球や宇
宙都市の受電所に設置されるレクテナと呼ばれる受
電アンテナへ伝送し、再び直流電力に変換する発電
所である。約20年前に発表されたこの計画に対し賛
否両論の意見があったが、その後世界各国で地道な
調査研究、基礎研究が続けられてきた。
ここにきて、エネルギー資源と環境問題の解決法
のーっとして、また地球閉鎖系から宇宙開放系への
転換の足がかりとして実用化のための研究が進めら
れる機運にある。わが国では、実用化の目標を2040
年に設定した検討が開始された。
宇宙太陽発電所は、半永久的なエネルギー源、ク
リーン、地表の天候条件に左右されない、広範な技
術の波及効果が期待できるなどの特徴を有する。た
だ、エネルギーコスト、マイクロ波が生体へ及ぼす問
題の研究や、既存通信網へマイクロ波送電ビームが
及ぼす影響の評価など解決課題が数多くあり、実用
化を急ぐことなく幅広い基礎データの積み上げが必
要である。
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2.特集:再生医学の最近の動向
一幹細胞を用いた再生医学についてー
ライフサイエンス・医療ユニット 蛇原弘子、茂木伸一
2.1 はじめに
第2期科学技術基本計画(平成 13年 3月閣議決
定)において重点分野のーっとしてライフサイエンス分
野があげられており、この中で、国家的・社会的課題
に対応するため重点的・戦略的に取り組む課題の中
のーっとして再生医療が取り上げられている。また、再
生医学・再生医療を巡る生命倫理に関する議論も総
合科学技術会議等各種審議会等で活発に行われて
いるところである。このような状況を踏まえ、再ー生医主.
再生犀雪量りー最近りj動~_'-特J_;鞍主甲胞主用 I.t'た再.生l匡
~1;_?~_~:I_，__~成，_U_~子~_~.A_J_?_JH:;釘_þむた瓦都2\
空7.;_宝院医空研空E到Wl!H聖二教長l主主:る主主主主技術ー
政策費~.既問自講演会り出窓i主主主 -'7(f)調査主却之~-r，_
本務ー 集室ー まとめ;た9ー なお、本稿では、「再生医学Jを、
研究と治療(i再生医療J)の両方を含むものと位置付
けている。
2.2再生医学の可能性の拡大
再生医療については、これまで皮膚移植、骨髄移
植等のほかパーキンソン病患者の脳へのドーパミン産
生細胞の移植等が行われてきた。しかし、それぞれの
移植組織は極端に不足している。
それらを解決する方策のーっとして、幹細胞の利用
があげられる。幹細胞とは、自己複製により、自身と同
じ能力を維持することが可能で、、また複数種類の前駆
細胞並びに分化細胞に分化することも可能な能力を
持つ細胞のことである。このうち、二定の組識1提宜l三
金生-:t_~能力ーをー持ヨと主主Lる佐佐幹細胞と.>_.~主ら投9_
相織土器宜1;分:1七:士る.能力ー 主穿:2lf世斡定申lij包J:+_，Jま
表的l;}主移植ー用白柳胞入組織.，臓器り.作成主通c_-r
医療に貢献することが期待されている。さらに、クロー
ン技術と組み合わせ、個人別の拒絶反応のない臓器
を作る可能性も示唆されている。
なお、二種類の幹細胞のうち、l座f生幹細胞1;:フ)I.t' 
-cーはλ乏精L主主きjた初期1主主減朱土る主主ιょq初めー
て樹立されるものであることから、これを用いた研究・
医摩l;:?ど玄Jt，生命命.理(f)面泊三ら持1;慎重ー な議論一
が行われている。
本稿では、図表 Iに示したとおり、再生医学の面か
ら、①体性幹細胞及び脹性幹細胞を用いた研究の進
展について(第3章)紹介する。次に、再生医療の面か
ら、②再生医療と医療費との関係について(第4章)、
③再生医療の拠点形成の意義について(第5章)紹介
する。次に、④ヒト妊性幹細胞研究に関する生命倫理
の問題について(第6章)述べ、最後に第7章で、⑤特
に再生医学研究において問題となる「科学界の知識」
と「社会が共有で、きる知識」との関係について述べる。
図表1本特集の構成
本特集で取り上げた内容
①体性幹細胞及び旺性幹細胞を用いた再生
医学研究の進展(第3章)
②再生医療と医療費との関係(第4章)
③再生医療の拠点形成の意義(第5章)
④ヒト旺性幹細胞研究に関する生命倫理の問
題(第6章)
⑤科学界の知識と社会が共有できる知識との
関係(第7章)
2.3再生医学研究の進展
ポストゲノム時代を迎えた現在においても、生きた細
胞を作ることはできない。少なくとも、生きた細胞が必
要な治療には、生きた細胞を使わなければならず、現
在でも輸血や骨髄移植は、それに代わる治療法がな
し、。
現在入細胞z;損λ組横損ー傷J三主五堕憲一l;対土:る厚
生医療ー とv王朝胞移植.り.耳撞f生は拡太土る友向ー1;あ
る一均三三Jι~I;用~_~9細砲J主絶ー社的Ij三足旦な_~_\一試験
管の中で目的の細胞が調整できれば、細胞の不足を
補うことができる。
こうした中、細胞泊費(f)広がりを杓衷土_~~暫LI.t'知
見や技術が誕生している。具体的には次のような研究
が進められている。
13 
特集 再生医学の最近の動向
2.3.1体性幹細胞に関する最近の研究
(1 )パーキンソン病治療に向けた研究
ノミーキンソン病は、脳の黒質の細胞が死滅していく
ことで現れる病気であるが、こうした患者に対して胎児
の脳細胞を投与して失われた細胞を補う治療が試みら
れている。しかしながら、ひとりの患者に対して数個体
の胎児が必要であること、胎児の脳細胞の中から特定
の細胞だけを抽出して投与することは技術的問題から
困難であることから、現状においては、一般的な治療
法として定着していない。
こうした中、多くの大学や企業等で、モデルマウス系
を用い、パーキンソン病を治す神経細胞になる細胞に
特異的に存在するタンパク質(マーカー)の探索研究
が進んでいる。全後三三ご.jJご主主!l周L:玄泊費J.'ζ必要
.な細胞だ立を去量jζ~!? 三玄生1..を注射.~亡:玄1食土とど豆
医費ι結Q2~t~主期管室主3三~_~9.Q_
(2)損傷した神経機能の回復に向けた研究
慶臆義塾大学医学部の岡野栄之教授のグ、ループ
では、脊髄(頚髄)損傷モデ、ルラットを作成し(前肢の
動きが低下する)、脊髄損傷部分に神経幹細胞を移植
したところ、神経細胞等が分化し、神経ネットワークが
再構築され、前肢を動かす機能が回復することを示し
た(図表2)。
図表2 体性幹細胞を用いた神経機能回復治療
神経軸索の再生
障害細胞の再生
(科学技術動向研究センター で作成)
(3)分化した細胞の可塑性に関する研究
骨髄血液幹細胞が神経・筋肉・肝臓の幹細胞にそ
れぞれ分化することができることと、神経または筋
肉の幹細胞が骨髄血液幹細胞に分化することがで
きることが、これまでに明らかになっている(図表3)
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性定0)軽細砲ーを種ー類p畏Jな~9整剤胞i三再三f旦Z
.7.主主き.9.N塑f生があー五三と主剥且~玄λ誌験管ーの
:立旦的白剤.砲ーを調整土~9.三主主主主.~.主~.2.g;!.t tI: 
l主主義息り.治療~l;;おì.~.~~主体位斡鋼胞~I!l周卸値民高
去るよ期待主tI:五q・ー
図表3 骨髄血液幹細胞の可塑性
神経幹細胞
筋肉の幹細胞 肝臓の幹細胞
(西JI撒損の資料をもとに科学技;術動向研究センター で作劇
2.3.2旺性幹細胞に関する最近の研究
(1 )旺性幹細胞の樹立
E上M怯芽細胞(F;:J号ー割胞;_e..I_I!!:!!yÇl_l).j5: .$~_1号取_ç豆lJ).~蝿
立c_(主成J_9_~_>_}長国_rz_1~ヨ之~ぷ2:1:1.立.才玄友~_当掌主手主.及及_1ぴF 
G史，er，目'on
表4生土-一_.沈亘).9.・
匪性幹細胞に関する研究は、主にマウスと霊長類
(アカゲ、ザル、マー モセット)を用いて進められている。
マウスの匹性幹細胞株が樹立され発表されたのは昭
和 56年、アカゲ、ザルは平成7年、マーモセットは平成
10年である。
ヒト匪性幹細胞に関しては、前述したように平成 10
年に初めて樹立された。これまでに世界で 64株のヒト
脹性幹細胞が樹立されている(図表5次頁)。
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図表4 ヒト妊性幹細胞の樹立
4豊
凶里担j
|分離した内部細胞塊|
( NIH reportrStem CellsJ 平成 13年 6月の図をもとに科学技術動向研究センターで作成)
図表5 ヒト旺性幹細胞株の数
NIH 1:報告さ
研究機関名称(国名) れたヒト旺性
幹細胞株数
Goeteborg University (スウェー デン) 19 
CyThera， Inc. (米国) 9 
Reliance Life Sciences (インド) 7 
Monash University (オー ストラリア) 6 
Karolinska Institute (スウェー デン) 5 
W(米ISC国on)sm Alumnl Research Foundation 5 
8resaGen， Inc. (米国) 4 
Technion-Israel Institute of Technology 4 (イスラエル)
N(イatンional Center for 8iological Sciences 
ド) 3 
University of California (米国) 2 
合計 64 
(西川教慢の資料をもとに科学技術動向研究センターで作成)
(3)旺性幹細胞を用いた研究の課題
匹性幹細胞は試験管内で神経細胞や筋細胞、血
液細胞、インスリン分泌細胞等様々な細胞に分化する
多公也熊玄有:t_Q:ことが全企?ー 7亡¥;¥るだ)_}:"_O)_細胞ι
分1ヒ:1ごる企主剤衛士る機構.1.'こーヲ¥;¥丈一は現在J研託り途
ご士長ある~g - ~今後ーの課題ーと_V口主主ー隆一位静一細胞を旦的り
機能主賓T_Q]締w担f;:分1七主堂る誘導因壬り探索L 未
分化の細胞や様々に分化した細胞の混合物から目的
の細胞だけを抽出する技術の開発、分離した細胞を
生体外支効空前1[;:増一理主堂Jる技術!り開発などが挙げ
られる。
最近のマウス匹性幹細胞に関する研究成果として、
ある転写因子(Oct-3/4)が未分化状態の維持に関わ
っていることが分かっている。また、京都大学再生医学
研究所の笹井芳樹教授のグループでは、 SDIA
(stromal cell-derived inducing activity)法としづ手法を
開発し、試験管内で、マウス任性幹細胞からパーキン
15 
特集 再生医学の最近の動向
ソン病を治すドーパミン産生神経細胞へ高頻度に分
化誘導し、培養することに成功している。
2.4再生医療と医療費との関係
一般に、再生医療等の高度医療の普及は医療費増
大につながると懸念されているが、再生医療が必ずし
も医療費の増大にはつながらないことを示す事例もあ
る。
米国 NIHのロン・マッケイ氏は、マウスを用いて、匪
性幹細胞から梓臓細胞を分化誘導して皮膚に注射す
ることによって、糖尿病の治療をすることができるという
手法を開発している。(この手法の中で、脹性幹細胞
から醇臓細胞に分化誘導してして過程を完全に制御
することができないことが問題となっており、さらに研究
が必要とされている。)
目撃臓でインスリンを生合成することができなし、 I型糖
尿病の患者は15歳未満に発症することがほとんどで、
一生インスリンを打ち続ける必要がある。もしI回だけ
の細胞注射で I型糖尿病を完全に治すことができれ
ばL医療費ーは削減主主\.，ゑと雪之~:札るιこのことから、再
生医学が医療に応用されることは医療費増大に必ず
しもつながらなし叱考えられる。
今後、各方面で、再生医療と医療費との関係につ
いて議論が進められるものと予想される。
2.5再生医療の拠点形成の意義
2.5.1 米国ピッツパーグの例
医療産業の都市として成功した例として米国のヒロッ
ツパーグがあげられる。米国の肝臓移植のうち半数が
ヒ。ツツパーグで、行われている。臓器移植センターを中
心に医療、教育等が提供され、臓器移檀を会主主幅広
い分野でサービス産業が発達した都市になっている
(図表6)。
図表6 ピッツパーグにおける
生体組織工学産業の発展
----ピッツバー グの再生医療関連企業群企業数 26 
市場資本価値(推定)※ 43億ドル
年間総売上高(推定) 7. 74億ドル
※市場資本価値(推定)= Total market capitalization or 
valuation (estimated) 
(Pittsburgh Tissue Engineering Initiativeが2000年に行つ
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た調査の資料 http://www.pittsburgh-tissue.net/industry/
pdf /industry.pdfをもとに科学技術動向研究センター で作成)
ヒ。ッツパーグ、が成功した要因には、①鉄鋼産業が衰
退したことによって地域経済を何とか再生しなければ
いけないとしづ地域の強い意思があったことと、②知的
インフラがあったことがあげられる(例えば世界的に知
られた移植医である Starzl氏がおり、日本の移植医も
ほとんどここへ行って習っている)。
2.5.2わが国の動向~大阪圏における拠点形成~
大阪・神戸圏には、生理活性物質研究・発生学研
究・再生医学研究・移植医療・クローン研究・組織工学
研究等のトッフ。クラスの人材を擁する大学や研究機関、
企業が存在しており、理方主型企Jと:七る医境産業部ー 市
構想主在主出され支~.~9.9.この事業は、科学技術振興
事業団による地域結集型共同研究事業のーっとして
平成12年度から5年間の受託事業となっており、毘生
匡境(J)総会ー的ー技能基盤主閉ー楚士益三とJ主Jl.指ll-<_-:(~_~
るq
現在、中核となる先端医療振興財団・先端医療セン
ターや理化学研究所発生・再生科学総合研究センタ
ー、独立行政法人産業技術総合研究所ティッシュエン
ジニアリングセンター、京都大学再生医学研究所、京
都大学探索医療センター、大阪大学未来医療センタ
ー、その他関係病院等の施設が連携を図りつつある
中、今後はこの連携体制を上手く機能させ続けること
が課題である。
さらに、図表7に示した施策が、大阪圏におけるライ
フサイエンスの国際拠点形成にむけて進められてい
る。
図表7 大阪圏におけるライフサイエンスの
国際拠点形成にむけた施策
( 1 )大阪北部地域及び神戸地域における集積拠
点の形成
研究機能の強化、企業化支援等に必要な
施策の集中実施
(2)両地域をはじめとするライフサイエンス集積拠
点の相互連携強化
産学官連携による推進体制の整備、高速大
容量の情報ネットワークの構築等
(3)関係各省等による協議の場を設置し、総合的
な支援を集中的に推進
2.6 ヒト匪性幹細包研究に関する生命倫理の問題
わが国を含む医療先進国では、前述したように、匹
性幹細胞の医療への応用に対する期待が高い。 しか
しながら、生命倫理の側面から、 匹性幹細胞に関する
研究への取り組みについては、各国で慎重に議論が
行われている。
巳h庇1生静細胞はL支精後三.!If盤胞期ま支発生が進
んだ妊の内部細胞塊から作成されるものであるため、
受精してできた初期匹を滅失するとしづ手順を必ず踏
まなくてはならなし、(図表414頁)。
したがって、滅失すると決定されたヒトの初期医は細
胞の集合体にすぎないという考え方と、受精の瞬間か
ら、あるいは脹のある一定の段階から人間であり、それ
を人為的に滅失するものであるとしづ考え方とが存在
する(図表 8)。
ここで重要となるポイントは、適切な意思決定システ
ムを構築することである。例えば、研究者は社会に対し
て十分に情報を開示すること、多様な価値観を持つ者
が互いの違いを認、めつつ議論しあうプロセスを持つこ
と、その上で一定のルールを作ること等で、ある。このう
ち、研究者が社会に情報を開示することについては次
章でふれる。
わが国において、ヒト匹性幹細胞の研究に関する生
命倫理について初めて検討されたのは、科学技術会
議生命倫理委員会の下に設置されたヒト匪研究小委
員会においてで、あった。ここで、ヒト匪性幹細胞を始め
とするヒト匹を対象とする研究における生命倫理の側
面からの検討が行われ、平成 12年 3月に「ヒト匹性幹
細胞を中心としたヒト匹研究に関する基本的考え方」を
取りまとめた。
その中でヒト脹性幹細胞の樹立については、人の生
命の萌芽としてのヒト匹を用いるとしづ点から慎重に行
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うべきであり、ヒト匹性幹細胞についてその恩恵とヒト匪
を滅失するとの問題点を考慮し、厳格な枠組の下であ
れば認めることとした。 使用については、ヒト匪性幹細
胞が濫用されれば、し、たずらにヒト匹の滅失を助長す
ることにつながりかねず、樹立に際しての慎重な配慮
を無にする結果となり得る可能性があり、 また、あらゆ
る細胞に分化で、きる性質をもっていることから、倫理上
の問題を惹起する可能性があるため、一定の枠組を
整備する必要があることとした。ヒト脹性幹細胞の臨床
研究については、医療行為の安全性品、う観点からの
検討が必要とされ、 臨床利用に関する基準が定められ
るまでは、人個体へのヒト任性幹細胞及びその分化し
た細胞、組織等の導入による臨床研究は認められな
い、とした。
この「ヒト匹性幹細胞を中心としたヒト匹研究に関す
る基本的考え方Jを受けて、文部科学省は「ヒト ES細
胞の樹立及び使用に関する指針について」案を作成
し、パブ、リック・コメントを募集した。その後、平成13年4
月に案は総合科学技術会議に諮問され、 下部組織で
ある生命倫理専門調査会を中心に検討が重ねられ、
平成 13年8月に答申が提出された。
芽成 13 仔一月一旦 25 旦J.~.~部相会主宜主.~_f.~上 ES細胞
りJ樹立及g~使用-ι閉;する指針J.坦随行さ.札た旦Fこの中
で、主上j既性幹細胞.~.~援~.~K.開!でて:I_I:t. L~. V尊厳.~
慢す三と役など主ふ誠実力三?j璽重.1;，思m.~.".を:fI?:Þ.り
と主れたQ まーた〉ー;そり樹立及。-使用はー〉ー当会ーり開三基礎
的研窓t;.~~9.ーもーりーと主れた(~. ~会第 2 項より).9.f芳辻:I."
医療ι周l.t¥.るため一り医薬品一り製造竺きー 医薬品ー り毒性
検査ー警ι用どるた及空~!:;.~J睦仕草全剤胞り.ð..量供給主Jど
医境関連分.!!!r~.'り.使用も現性点?と1主1îÞ!~.~.~三とと'L-
た9.
主要先進国におけるヒト匪性幹細胞を巡る動きにつ
いて、次頁の図表9にとりまとめた。
ヒト初期症は、私達人間と
図表8 ヒト阪とはいかなる存在なのか?
(西川教授の資料をもとに科学技術動向研究センターで作成)
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図表9 ヒト佐性幹細胞を巡る各国の動き
国名 年月 ヒト旺性幹細胞を巡る動き
日本 平成13年9月
ヒトES細胞の樹立及び使用に関する指針により、ヒト旺性幹細胞の樹立及び使用
は、当分の問、基礎的研究に限る。
ドイツ 平成2年 旺保護法により、ヒト旺研究は全て禁止されている。
イギリス 平成13年1月
ヒト受精・旺研究法により、人クロー ン旺からのヒト旺性幹細胞の樹立が可能となっ
た。
米国 平成13年8月
大統領令により、ヒト旺性幹細胞の使用研究に公的助成を認めるが、新たなヒト匪
性幹細胞の作成を認めない。
生命倫理法により、観察以外のヒト旺研究は禁止されている。
フランス
余剰匹からのヒト旺性幹細胞樹立を可能とする法改正案を議会に提出予定。
2.7おわりに
これまで、科学者は、科学的知見により得られた知識
を生産して社会に提供してきた。その科学的知見に基
づく知識の社会への還元は社会がその知識を「頼り
になる知識jすなわち社会的に信用され得る知識とし
て受け入れ、最終的にはその成果が生産物になって
社会に貢献するとしづ形で行われてきた。
全f皇民主ー 特J;;'厚生長主研究ー E:;お司1，-，-玄民ー >_1主主主的去り
見y;'基土手三期識?と社会i5;きまk主透明性高三;公閉Lλ乏
札色り却j識かーら賛成λ反対λー型立与J様;~!主主IJ慨を士亘
社会ー と対話主繰り返士二とι主Pーも r位会ー 芯芸.宥7をさる
坦講i主万三成主主盃色ど)i}_~主主ー課題ーとな?ー~y_:_~-(図表
10一民ー頁)_9-
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(科学技術動向研究センターで作成)
また、個生jり班~.機l閉止は~g!J_(_;;._，_三股1;;'主主主も主IJ周
主主るよ三な生命註~~_t責理機関ーを設立 l弘三二主~_i2，_
必要な賃ー曹点三股り車民~;もむなーり~~~土日野~J;、賞;;
出τ1，-'三よ~_~2援態お望ま_~_~_~~J図表!L_tt~)_o__(例え
ば理化学研究所発生・再生科学総合研究センターで
は、機関内審査委員会 (IRB: Institutional Review 
Board)において、生命倫理のいろいろな問題を議論
するだけではなく、研究所外部の立場にたって研究所
活動の社会への情報開示のあり方を検討している。)
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図表11 科学界の知識と社会共有の知識となる過程の変化
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本稿は、科学技術政策研究所において平成13年9
月12日に行われた京都大学大学院医学研究科西川
伸一教授による講演会「再生医学の最近の動向一再
生医学は何をもたらすのか-Jをもとに、 我々の調査を
加えてまとめたものである。
本稿をまとめるにあたって、西川伸一教授には、ご指
導をいただくとともに、関連資料を快くご提供いただきま
した。また、慶磨、義塾大学医学部岡野栄之教授、京都
大学再生医学研究所笹井芳樹教授、河崎洋志助手に
は、貴重な関連資料を提供していただきました。文末に
はなりますが、ここに深甚な感謝の意を表します。
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3.特集:科学コミュニケーションの動向
一科学ジャーナルを取り巻く状況-
材料・製造技術ユニット名嘉節、情報通信ユニット清貞智会
客員研究官山田肇
3.1 はじめに
科学技術研究におけるコミュニケーション(以下、
科学コミュニケーション)は、研究者間の個人的なもの、
研究会や学会での発表、科学ジャーナルへの論文
発表、教育、研究費の申請、研究ポストへの応募、社
会と科学をつなげるとし、う意味で、のサイエンスコミュニ
ケーションなど幅広い。その中でも、学会などの研究
者コミュニティーが担う科学ジャーナルの公刊は、研
究者間の最も重要なコミュニケーションの手段の一つ
で、研究を進展させていく上で重要のものである。ま
た、一方で、それを継続的に収集し利用できるようにす
る図書館は、所有する文献のみならず、図書館間相
互貸借(lLL)などにより購読していない文献も入手で
きることを研究者や学生にある程度保証してきた。通
常、図書館や企業などの機関購読者の支払う購読料
は個人購読者の場合に比べてかなり高く、科学ジャ
ーナルの刊行費用の多くを占めている。
科学ジャーナルは 17世紀以来、科学者の重要な
コミュニケーション媒体として機能してきた。
図表1に示すように研究者から投稿された論文は、
ジャーナルに掲載されるため学会や商業誌の編集出
版部門により編集される。印刷・刊行されたジャーナ
ルは中間エージェントを経て直接読者あるいは図書
館で購入される。図書館は分類、配架し、読者の利
用に供する。このシステムは長い問、継続的なジャー
ナルの刊行・購読を支え、研究者間のコミュニケーシ
ョンの根幹を担ってきたO編集段階での peerreviewと
いう同じあるいは近い分野の匿名の研究者による査
読システムは、情報をフィルタリングすることで、掲載
論文の質を維持しジャーナルの価値を高めるため必
要だと考えられている。実際peerreviewを受けジャー
ナルに掲載された論文はその著者の研究業績のー
っとしてカウントされる。多くの科学ジャーナルでは、
peer reviewは研究者のボランティアで、支えられてい
る。
図表1 科学ジャーナルによるコミュニケーション
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しかし、科学ジャーナルのシステムを支える学会・
出版社・図書館・中間エージェントなどは、論文など
の科学技術情報の急増や情報技術の発達により顕
在化してきた課題に直面しており、これらへの対応を
迫られている。
本稿では、まず科学ジャーナルの抱える問題とそ
れに関連する現況を解説する。つぎに、電子化など
の科学コミュニケーションに関する各機関の取り組み
みを紹介する。最後に、科学コミュニケーションの発
展のために必要な取り組みを提起したい
3.2 科学ジャーナルとそれを取り巻く状況
3.2.1 図書館における科学ジャーナル購読数の減少
日本学術会議の指摘にもあるように、 1990年頃から
各大学図書館等の定期刊行物の購読数が急激に減
少し始めている[1]。国立国会図書館の報告では、
r (海外誌の)継続受入数は1990年代に入って以来
ずっと減少しており、今(1999年)ではピーク時の4割
程度になっているjことが指摘されている[2]。図書館
の雑誌購入予算の伸びに比べて、特J三海J牲誌り購
読値梼り急激な上晃が厚国交~~.Q-購読価格の高騰
が問題になっているのは米国でも同様である。最近で
は電子ジャーナルと通常の冊子版の両方を組み合わ
せて販売されることが多いので、購読価格は更に高
騰する傾向にある。そのことを示す具体例として、薬
学図書館協議会(加盟40大学)の1991年以降の購読
タイトル数ど海外誌購入額の推移を見てみよう(図表
2) [3L全文献購入費は1991年以降47%(年率5.2%)
増加しているにも関わらず、海外誌購読タイトル数は
1999年までの9年間で23%(年率2.6%)減少している。
し7うも、全文献購入費に対する海外誌購入額は60%
(1991年)から69%(1999年)に上昇している。このよう
に、主な機関購読者である図書館で購読雑誌タイト
ル数が減少していることは憂慮すべきことである。
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図表2 日本薬学図書館協議会加盟 40大学の購入
状況
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3.2.2科学ジャーナルの電子化
1990年代の急速な情報技術の発達により、出版・
流通形態が劇的に変化している。現在インターネット
を介して、出版社は科学ジャーナルを購読者へ直接
届けることが可能になりつつある。特に、科学技術関
連の論文やデータベースなど情報の増加により、電
子化による情報の提供・流通(コミュニケーション)は
更に進展を早めることが予想される。電子化のメリット
は、最新の論文を即座に入手できることや、図書館へ
出向いて調べなくても論文が入手できること、膨大な
文献の中からキーワード検索などで欲しい情報を入
手でさることなどである。電子化された論文は引用さ
れる回数が多くなるとしづ分析結果があり、電子化は
科学コミュニケーションの向上に大きく寄与する可能
性が指摘されている。また、図書館では今後蔵書を
保管する場所が不足することが予想され、過去に刊
行された冊子版の電子化を積極的に進める動きがあ
る[4]0
電子化・オンライン化の利点を用いるため多くの新
しい試みが始まっている。しかし、これまでの冊子体を
ベースにしたシステムで、は考えられなかった問題も明
らかになりつつある[5]。
3.2.3圏内学会の会員の減少
現在会員数が減少している理工系学会は多い。例
えば、応用物理学会、日本化学会では個人会員がそ
れぞれ毎年 3.5%、0.7%の割合で減少している。経
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済動向を反映して企業などの機関会員は更に大きな
割合で減少している[6]。また、情報系の学会では、会
員数が減少しているばかりではなく、全国大会や研究
会への参加者数や研究発表数も減少傾向にあり、学
会運営費収支が悪化していることや、いくつかの学会
誌の間では投稿される論文の取り合いが生じているこ
とが指摘されている[7J。金融を中心としたパブ、/レ崩壊
が学会運営問題の遠因であると考えられている。この
ような状況を打開すると同時に新しい学会のあり方を
模索するため、学会の統合が進められている[7]。
3.2.4日本の学会誌の動向
日本の科学ジャーナルがどのくらい読まれているか
をしめす指標として、ジャーナルの被引用回数とイン
パクトファクター を、 1999年に刊行された論文につい
て ISI社の journalCitation Reports 1999 Science 
Editionから見てみよう。
最も被引用回数が多いのは、わが国では日本応用
物理学会英文ジャーナルrjAPANESE jOURNAL OF 
APPLIED PHYSICS PART 1-REGULAR PAPERS 
SHORT NOTES & REYjの 2，928回/年、世界では
r jOURNAL OF BIOLOGICAL CHEMISTRY jの
39，971回/年であることが分かる。また、被引用回数
で見たジャーナルトップ 10のうち、わが国のジャーナ
ルはすべて学会誌であるが、世界のジャーナルでは
4誌が商用誌である。
次に、論文一本あたりの被引用回数を表すインパ
クトファクターの高さで、読者の注目度を推察してみよ
う。わが国、世界のジャーナルトップ 10から、最もイン
パクトファクターが高いのは、わが国では日本植物生
理学会の英文ジャーナル rPLANT AND CELL 
PHYSIOLOGY jの 2.26、世界では rANNUAL 
REYIEW OF IMMUNOLOGYjの47.56である。また、
インパクトファクター で、見たジャー ナルトップ 10のうち、
わが国のジャーナルはすべて学会誌であるが、世界
のジャーナルでは9誌が商用誌である。
以上から、インパクトファクターが高い世界のトップ
ジャーナルに相当するものは、残念ながら日本にはな
いことがわかる。
3.3 科学ジャーナルを巡る議論
日本の図書館における科学ジャーナルの購読数
減少は、購読価格の上昇に比べて図書館などの機
関購読者の予算が増えていなし、からである。一方、
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米国研究図書館協会(ARL)に所属する図書館では、
購読タイトル数をできるだけ減らさないような措置がな
されているようだ。 ARLの統計によれば 1986年から
2000年の聞に科学ジャーナル購入費は 2.9倍(年率
8.0%の増加)にすることで、その聞の購入タイトル数
減少を 7%(年率 0.47%)に止めている(図表3 次
頁)。ちなみに、同期間に購入した単行本単価が年
率 3.7%増であるのに対して、ジャーナルは同 8.8%
増としづ 2.4倍も大きな数字を示しており、ジャーナル
購読価格の高騰が際立っている[8]。また、同期間に
全購入総額に対する雑誌購入額の比率は、 58%から
73%に増加している。
科学ジャーナル価格高騰の原因としては、 (1)研究
機関からの研究成果(論文など)の増加にともなう編
集出版費用の増加、 (2)世界的な出版産業界におけ
る買収・合併による市場寡占による要因、 (3)最近では
電子化のための費用がかかっていることなどが考えら
れる。
原因(1)の具体的な数字を見てみよう。米国の統計
では 1975年から 1995年の聞に科学ジャーナルの数
は 62%増加している。その聞に科学技術の研究者は
2倍に増加し、研究者当りの論文ページ数は 70%増
加している[9]。日本では 1981年から 1999年の聞に
研究者数は2倍になり、論文数は2.6倍になっている。
このような恒常的な研究者数および論文数の増加は
欧州でも同様である[10]。
原因(2)は、米国科学図書館協会(ARL)[11]や日
本の図書館団体[12]によって指摘されていることであ
る。現在、価格高騰を含めた科学ジャーナル問題が、
欧米の図書館や出版社、学会、ジャーナル編集者、
情報科学の研究者などを巻き込んでネット上で議論
されている[5J。価格高騰以外にも、 r(出版社などの)
著作権所有者の知的財産(特に電子化されたもの)
への権利がどこまでおよぶかj、「税金や企業の資金
を得て行った研究成果に基づく論文の場合、その著
作権は誰に帰属すべきかj、「編集や電子化の費用
は誰がどれくらい負担できるのか」などといった問題に
ついての議論があり、今後の科学ジャーナル問題に
対処する上で注視する必要があろう。
日本でも多くの学会が会員の研究成果を広く世界
に発信するために欧文学会誌を発刊している。しかし、
このまま発行部数が減少し続けていけば、学会誌の
刊行は近い将来学会運営を圧迫すると考えられてい
る[13]0基盤が弱く購読数の少ないジャーナルは、価
格の高騰により購読数が減少し、それにより購読価格
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がさらに高騰し、さらに購読数が減少するといった悪
循環に陥り、最終的に刊行できなくなる事態が生じる
ことも憂慮されている。このため日本では、購読数が
減少する中、学会誌のオンライン化や情報技術を学
会の運営などに積極的に取り入れることなどに鴎賭
する学会も多い。
図表3 米国 ARL所属図書館の資料購入総額
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3.4各機関の取り組み
ここでは、まず、出版側の例として先進的な取り組
みで知られている米国物理系学術出版協会(AIP)と、
日本政府の電子化への取り組みおよび最近設立され
た物理学系学術出版協会(IPAP)について紹介する。
次に主な購読者である図書館(と中間エージェント)、
最近急速に注目を集めているプレプリントサーバーに
ついて紹介する。
3.4.1 米国物理系学術出版協会(AIP)
AIPは 1931年に設立され、物理および工学系の学
会に対して、学会誌の出版と配送の業務を提供するこ
とを主目的とする非営利法人である。会員学会は米国
物理学会 (APS)をはじめとする 10学会(総会員数約
12万5千人)である。また、AIPは22の関連学会の活
動にも協力をしている。
研究者が論文を提出し、それが出版され、広く購読
されるまでの過程を追いながら、 AIPがそれぞれのプロ
セスをどのように電子化しているかを説明しよう。研究
者が論文を記述する際に利用する Word2000の下で
動くツー ルキットを、 AIPは2000年4月にリリー スした。
このようなキットの普及で、電子的な提出は増加する傾
向にある。 2000年には 50%が電子的に提出されてい
る。いくつかのジャーナルでは、その比率は 90%に達
している。論文中の図面についても 48%が電子的に
提出されるようになっている。タイプのし直しが不要に
なり、それだけ間違いが減り、また経費が節約され、出
版までの時聞が短縮されるなどの利点、がある。電壬{じ
で、スピード、アップされた結果、いくつかの論文は予定
景より忠旦三出肱さー札~.ょうIJ;?な2玄お弘主かét主主賞な
妊立主得-CV¥るι.1*録一法定立うらー出目主主3ごりー主坦.e.数は
最;智一支~.~.~.~f!動旦λ主閉7ご'30 安働ー旦翠I度~""('、あ99.印刷
所J三最経摘が送社主札~.と翌一旦J三はオ-:/'ヌ1ぷ:立閲覧
だ;胃ー能l三なるι図書館J三三:y一三才一片足並$.1;ーり.二週周
民主堅kJA-
図書館がオンライン購読を選択すると、購読料が値
引きされる。 1999年には値引き率 15%であったが、
2000年には20%、2001年には25%へと拡大している。
海外の図書館はオンライン購読によって郵送料を節約
し、またいち早く論文を入手することがで、きるようになっ
た。このように、 AIPが会員および関連学会ばかりでは
なく、図書館などの購読者の意向を踏まえた運営姿勢
を強化していることは注目すべきである。
パックナンバーについてもデジタル化とオンライン提
供が進んでいる。参考文献には D忽itaJObject 
Jdenti万θ'r(DOI)を付けて、それを用いてその文献にリ
ンクを張れるようになっている。 AIP名で発行している
すべてのジャーナルで、その 001が装備されている。
001によるクロスリファレンスのシステムは、今後さらに
導入が進むと考えられている。 2000年には 30以上の
出版物がオンライン・ジャーナル出版サービスの対象
として追加された。現在は16学会の100以上の出版物
がオンライン・ジャーナル出版サーヒ守スに組み込まれ、
21万本以上の論文が蓄積され利用されている。
オンライン契約している図書館から誰でも無料で論
文がダウンロー ドで、きるようになるとしづ見方をAIPはし
ていなし、。研究機関ならその組織の職員、大学なら学
生がオンライン契約した図書館から無料でダウンロード
することができる。もし仮に一図書館から無料でダウン
ロー ドできるとし、うことになれば、だ、れもジャー ナルを購
入しないので、ジャーナル作成にかかった経費(AIPな
ら 49百万米ドル)はその図書館が支払わなければい
けないことになる。
AIPは、電子化した論文をホームページにそのまま
の髭支掲載土る二とは認及:(Y..'立:.~.~9一葦煮りー場企.""('、あ
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3-4.2欧州における EuropeanPhysical Journalへの
統合
欧州統合の際に、各国の物理学会が欧州物理学
会を結成し、各国の伝統と権威あるジャーナルを統
合しEuropeanPhysical journalを始めた。現在5つの
分野に分かれている。将来は、英国物理学会(Iop)
との合同も視野に入れ、物理系学術誌の統合へ向け
た検討が進んでいる。*国ーの説芽2:t三土止のー 国際.
iじが進会主It\五~_，_欧州L;.乏ましι対.拡才ーる，:/士三土
庄が誕生ーし:-ç~-，:る三とは注ー且Ìーでさ主主あ9[J_~lo__
3.4.3 日本の物理系学術誌の動向
最近の日本を含めたアジアにおける科学技術論文
数は著しく増加しており、日本でも欧米のように学術
出版事業を行う非営利団体を創設すると同時に、科
学ジャーナルのオンライン出版へ向けた取り組みが
始まっている[13]。
日本物理学会と応用物理学会の働きかけをきっか
けに、政府の取り組みは、 1998年度予算による「オン
ライン・ジャーナル編集・出版システム
(NACSIS-OLj)J (文部省一現文部科学省一)と「科学技
術情報発信・流通総合システム(j-STAGE)J(科学技
術庁一現文部科学省 Hこ始まった。(両者の機能は
今年中に統合される予定である。)
その後、物理系の学会を中心に、物理系学術誌刊
行協会(iPAP)が設立された。現在 IPAPにはJournal
of Physical Society of japan (JPSj、日本物理学会、会
員数:19，000)、Progressof Theoretical Physics (PTP、
京都大学基礎物理学研究所と日本物理学会が発行
母体)、 japanesejournal of Applied Physics (jjAP、
応用物理学会、会員数:23，000)、 OpticalReview 
(OR、日本光学会、ただし応用物理学会の分科会、
会員数:2，000)の4誌が参加している。
IPAP発足前(1998年)の各誌の刊行費用は、 jPSj
で I億 3千万円、 PTPで9，500万円、 jjAPで約 3億
円、 ORで1，100万円となっている。各誌とも刊行に関
する収支は現在のところ均衡しているが、恒常的な会
員数の減少、購読数の減少、刊行費用の漸増により
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収支は今後悪化することが予想されている日3]。収入
の内訳はおおむね、購読料、国庫補助金、別刷代
(投稿料)、個人会員費などからなっている。
現在海外からの jjAPへの投稿は約 3害IJであり、ア
ジアからの投稿が多い。英文の校正サービスも行って
いる。今年7月には jjAPに特化した投稿・査読・編
集・会計のトータル Webシステムが完成し、紙の原稿
などのやり取りが不要になっている。しかし、参加学会
誌ごとに編集方法が異なり、汎用的なオンライン編集
システムを構築するには至っていない。 IPAPは最近、
米国のAIPやAPSと協力して、いくつかの電子ジャー
ナルから超伝導物質に関する論文を選び、自動的に
各電子ジャーナノレへリンクさせる仮想的なジャーナル、
すなわちバーチャル・ジャーナル rNovel 
Superconducting MaterialsJを刊行している。
JjAPの電子ジャーナルは、冊子版の発行の 1ヵ月
後に公開(フリーアクセス)されている。 AIPと異なり、
冊子体発行後しばらくしてからオンライン・ジャーナル
が公開されるのは、主な購読者が図書館などの冊子
体購読者であり、冊子体より早くオンライン・ジャーナ
ルが公開されたら、だれも購入しなくなるのではない
かと危慎しているからである。同様に jPSjでも冊子体
発刊後に電子ジャーナルにフリーアクセスが可能に
なっており、 1992年までさかのぼり閲覧できる。現在
のところ出版と電子化にともなう費用のほとんどは両
誌とも機関購読料で、まかなっている形だが、将来費
用の増大がある場合は電子ジャーナル閲覧に対して
課金する可能性もあるようだ。過去の論文の電子化
は科研費などによる補助を受けて進められている。
3.4.4図書館と中間エージェントの取り組み
購読タイトノレ数の減少が顕著になってきた 1990年
代以降、日本で、もジャーナルを購読収集する図書館
を中心に危機意識が高まっている。
最近では多くの科学ジャーナルを所有する大手海
外出版社の価格設定に対して、図書館団体が公正
取引委員会に調査を依頼するなどの動きがある日4]。
これまで、コンソーシアム(学術資料収集利用を共同で
行うグ、ループ)による共同購入は、日本ではさまざま
な理由からあまり根付いていなかった。しかし、さらな
る財源確保が難しい現状であることを考慮すると、図
書館が電子ジャーナルなどの電子情報資源を提供し
つづけるためには、コンソーシアムによる取り組みが
今後不可欠になってくることが予測されている[15]。コ
ンソーシアムとは、複数の図書館が共同して電子情
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報の購入・利用契約を出版元やデータベース業者等 節減にはなるが、運営方法や分担金の割り当て方法
と結んで運用してものである(図表 4)。これは、経費 などに問題があると言われている。
図表4 コンソーシアムの運営形態例
メンバー図書館
lししなど資源の共同利用
欧米では多くの図書館がコンソーシアムを結成し
分担購入することにより、ジャーナル購読の継続に努
力している。世界には現在約 1，000のコンソーシアム
があり、ジャーナル書籍、電子コンテンツなどの共同
購入や ILしなど図書館問の資財共有や共同利用に
取り組んでいる。欧米では図書館がいくつかのコンソ
ーシアムに所属するのが普通になってきている[16]。
しかし、現時点ではコンソーシアム形式の共同購入な
どによる図書館側の購読料の削減は大幅なものでは
なく、図書館側だけの努力で、はジャーナノレ購読数の
減少を解決することは難しいと考えられる。
一方、ジャーナルを発行する大手出版社とユーザ
ーがインターネットでダイレクトに情報をやり取りし始
めている現在、中間エージェントはその使命を大きく
変えることを余儀なくされている。しかし、今後ユーザ
ーの細かな要求に応じて電子化のメリットを発展させ
るためには、中間エージェントは重要な機能を担う可
能性があると考えられる。科学ジャーナルの編集出版
に関する知識を持ち、学会ごとにカスタマイズ、された
編集・出版サーバーシステムの構築などを担うことが
考えられる。学会以外でも図書館、研究機関、大学な
どで活躍する領域が拡大していくと思われる。新たな
領域としては、データベース化技術、データマイグレ
ーション、著作権などの権利マネジメント、夕、、ウンロー
ドした論文の量に応じて課金するベイ・パー・ユー スシ
ステムの構築等がある日6]。
3.4.5プレプリントサーバー
通常、研究論文は投稿・審査(peerreview)・受理・
印刷・公開の手順で扱われ、受理前に公開されること
は少ない。ところが、最近は審査・受理前の論文をイ
ンターネット上で、公開することが多くなり、研究に先鞭
をつけたい研究者は積極的に論文をプレプリントサー
ノくーと呼ばれるインターネッ卜に接続された論文の登
録公開サービスを提供するコンピューターに投函して
いる。さらに、審査後もそのサーバー中に残しておくこ
とができ、自由に閲覧できる。
代表的なプレプリントサーバーとしては、 Los
Alamosのxxx(http://xxx.lanl.gov /)がある。xxxに
は毎月 3，000本の論文が投稿され、xxxサーバーへ
の接続が 1週間あたり 100万固なされている。世界中
から論文が投稿されている米国の物理学レタ (ー速
報)誌 PhysicalReview Lettersが年間で 2，855本
( 1999年)であることと比較すると、し、かに多くの論文
が投稿されているかがわかる。また、 10回の接続のう
ちl回だけ実際に閲覧したとし、プレプリントは投稿後
6ヶ月までの分が読まれると仮定すると、 1本の論文は
l日あたり約 10回近く閲覧されたことになる。xxxの
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運営には現在、年間約 30万ド、ルが米国科学財団
(NSF)から支給されている[5J。
xxxサーバーの成功は、電子化された学術論文を
投稿・閲覧するだけであれば、そのシステムは安価に
構成できること、しtJも論文が読まれるチャンスが格段
に大きくなること、また、その発展が科学ジャーナルの
あり方を大きく変えていく可能性があることを示してい
る[17]。しかし、プレプリントサーバーは、現在のところ
永続的なアクセスが必ずしも保証されていないこと、ま
た、情報のフィルタリング、が不完全で、あることから、科
学ジャーナルの機能と相補的で、あると言えよう。ライフ
サイエンス分野では、研究業績の先取権争いのため
に、研究結果が揃つてなくてもプレプリントサーバー
に論文を掲載する例もあることが指摘されている。
3.5電子化にともなう問題点
3.5.1 電子化された論文の著作権とフェアユース
問題は購読価格の高騰だけではない。円滑なジャ
ーナルの出版流通や著作権の管理のために、出版
社や学会出版部は通常論文投稿に併せて著者に論
文の著作権の譲渡を求めている。電子化された情報
の著作権とそのフェアユース(公正利用)に関しては
複雑で未解決あるいは未知の問題も多いと考えられ
るが、電子化された科学技術情報の利用に関しては、
特に研究や教育の場で利用される場合は、大幅な制
限が加えられることは避けるべきだとし、う議論がある
[5]。
3.5.2編集と電子化の費用
編集や電子化のための費用を捻出するために、安
易に購読料を上げることは、購読する国内外の図書
館などに負担がかかり、結果的に購読中止に追い込
む可能性がある。電子化されインターネット上で、閲覧
される環境下では、直接出版社により論文のダ、ウンロ
ード数が厳密に計調IJできるので、それをもとに課金す
るシステムが使用され始めている。しかし、課金に関し
ては適切な仕組みが模索されている最中であり、電
子化を含めた科学ジャーナルの刊行・運営費用と購
読料設定の問題にはまだ決着がついていなし、。
3.5.3電子書庫
電子書庫を維持し将来にわたってもその書庫へア
クセスできるようにするためには、電子書庫を維持す
る経済的・技術的な問題点があり、専門家間で議論さ
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れている。書庫の形態に関しては、あるセンターに文
献を集めるセンター集積型がいいか、あるいは世界
中に分散した書庫を機能的につなぐ分散書庫型が
有利かはまだ結論できず、現在専門家の間で議論が
交わされている最中である。両方とも一長一短あるが、
欧米で、は最近の分散コンピューティング技術の急速
な発展の流れから分散書庫型が現実的で、事故による
データの消失に対して安全だとし、う意見が多い。
また、電子メデ、イアを誰がどう保存するかとし、った問
題や、電子メディア更新への対応など、解決しなけれ
ばいけない問題がある。
3.6 おわりにー情報化時代の科学コミュニケ
-~ョンー
科学ジャーナルによるコミュニケーションは、科学者
コミュニティー・学会・出版社・中間エージェント・図書
館などの多くの機関により支えられてきた。しかし、科
学ジャーナルが大きな変革を迫られている中、各機
関が協同して新しいシステムを構築してし、かなければ
ならない。そのために必要なことを提起したい。
(1)電.T.住.:~之雪;イ辺住り雄進
世界的に科学ジャーナルが電子化する流れの中
で、日本のジャーナルもその発信力を高めるためにも、
電子化は今後とも推進していくべきだと考えられる。
電子・オンライン化された論文はより読まれる機会が
増え、その被引用回数が増加する傾向にあることが、
最近数十年に刊行されたコンビューターサイエンスの
論文に関する分析により明らかになっている[5]Q現在
日本では、著者にとっても読者にとっても魅力のある
ジャーナルの出版が望まれており、電子化のポテンシ
ヤルを生かした先進的な取り組みを推進すべきである
と言えよう。
(2)Z2~~~章一壁の排除t.軽減
科学ジャーナルにおいては、研究結果を広範に発
信すること、またできるだけ障壁を低くして必要として
いる情報(論文)へアクセスしやすくするには、特に適
切な課金システムの構築などの技術的な問題および
ジャーナルの刊行・電子化にともなう費用の分担方法
などの経済的な問題を解決することが必要である。
閲覧・投稿の際に障壁の無いプレプリントサーバー
は、特に研究が急速に進展している分野では、研究
者にとって不可欠な存在となりつつあるが、科学ジャ
一ナルシステムの機能と相補的であることを踏まえ推
進していく必要があろう。科学技術研究を振興する上
でプレプリントサーバーを運営することは、公的研究
機関や国の積極的関与がふさわしい施策であると考
えられる。例えば、ナノテク研究を推進する研究所が、
世界に先駆けて「ナノテク・プレプリントサーバー」を主
催し、科学コミュニケーションを促進することにより、世
界のナノテク研究の推進に貢献することも可能であろ
う。ただし、その運営には優れた取り回し役
“moderator"が必要であるo
(3) 客観的空公空交速~長主.f:!~~_rJ則男児.φ維質
編集およびpeerreviewによる論文内容(科学技術
情報)のフィルタリングは、効果的なクオリティーコント
ロールだと考えられている。客観的で公平で速やかな
peer reviewはジャーナルそのものの信頼性を高める
ばかりではなく、結果的にジャーナル刊行に携る学会
など科学者コミュニティーの権威を高めることにつな
がると考えられる。
そのことに関連する例を紹介しよう。最近、主要医
学誌が企業の干渉が疑われる論文は掲載しないとい
う声明を発表している[18]。新薬開発に膨大な投資を
する企業の資金提供による研究が増え、研究や論文
内容に企業が深く関わるケースが多くなり、その企業
にとって都合の良い情報だけ発表されることが懸念さ
れるからである。このように、通常研究者はさまざまな
圧力・干渉の中で研究を遂行しており、著者である研
究者自身のモラルを問うことも大切だが、客観的で公
平なpeerreviewが今までにも増して求められることに
なるだろう[19]。
(4) 経緯~~怠想空揮ー費•. q)_提供
一方、書庫・データベースを構築する図書館や研
究機関およびそれをサポートする中間エージェントの
役割は、円滑で経済的なコミュニケーションを確立す
るために、今後益々重要になると考えられる[20]。現
在および過去の文献および電子情報を閲覧できるこ
とが保証されている書庫を維持・発展させるためにも、
図書館などでの科学ジャーナル購読数を適正に維持
することは重要である。今後も、科学技術に関する情
報が増加してしてと考えられる中、「収集した資料と整
理された施設を国民の利用に供するJとし、う使命[21]
をもっ図書館の機能維持・強化は、科学技術振興に
おいても重要な基盤整備のーっと考えられ、今後の
電子化の流れに対応できる機能を備えていくために
も、積極的な投資が望まれる。
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4.特集:わが国の研究成果(論文)に対する国際評価
一日本発の"一流論文"の増加ー
情報通信ユニット
科学技術政策研究所 第2研究グループ
清貞智会
富津宏之
4.1 はじめに
野依良治・名古屋大学大学院理学研究科教授が
2001年のノーベル化学賞を受賞した。昨年の白川英
樹・筑波大名誉教授(現総合科学技術会議議員)の
ノーベル化学賞受賞に引き続き、 2年連続でわが国
からノーベル賞受賞者が出たことは、わが国が着実に
研究成果を挙げてし泊証拠と言えよう。
こうした背景を踏まえ、本稿ではむだ国ーの論l}.CJ_;一対
士2国際詑個室主「ー 二連2:t三土庁'-;_おけるJ論玄-/X-
TLJ被11Æ~費支(会里丘領域)_J笠!;より分:TJÎ:tるι
4.2 自然科学・工学全体におけるわが国の論文
生産
Scienceの掲載論文における主要先進国のシェア
を図表1に、わが国に限定したシェアを図表 2に示す。
また、 Natureの掲載論文における主要先進国のシェ
アを図表 3(次頁)に、わが国に限定したシェアを図表
4(次頁)に示す。
なお、各論文の所属国は、著者の所属機関の所在
地から判断した。共著者の所属機関の所在地が 2カ
国以上となる場合は、論文の所属国を重複カウントし
た。例えば、ある論文が3名の著者によって書かれ、 1
名が日本の機関に、残り 2名が米国の機関に属する
場合、日本 I件および米国 1件とカウントした。
また、 1991'"'-'200年のデータは、 SCIデータベース
から集計したが、図表 2、4の 2001年のデータは、
Science、Natureからそれぞれ集計した。
図表1Science掲載論文における主要国のシェア
100 . 、.
80 ト........ー -'~-~-"'';;;-L 一「
ー ーー ・ー』ー・ドー』ιー・話ぞ
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H 60 ，;、
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詰40
獄
話20
。
91 92 93 94 95 96 798* 99 00 (年)
[一十-LL一一英一子型一ー旦孟竺仏]
(注)・対象論文は"ResearchArticles"， "Reports"および
"Reviews"。
.1998年は1月-11月の 1ヶ月分のみ集計。
・凡例は2000年のシェア順に表示。
図表2Science掲載論文におけるわが国のシェア
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(注) ・対象論文は図表1と閉じ。
.2001年は 1月-6月の6ヶ月分のみ集計。
28 科学技術動向 2001年 1月号
November 200/ Science & Technology Trends 
図表5主要国の論文発表数シェアの推移
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図表3Nature掲載論文における主要国のシェア
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-凡例は2000年のシェア1頂に表示。
わが国の分野別論文生産
(注)・対象論文は"Articles"、“ReviewArticles"および
Letters to Nature 
'1998年は 1月-11月の 1ヶ月分のみ集計0
・凡例は2000年のシェア1慣に表示。
わが国の分野別 RCA( Relative 
Advantage)を図表6に示す。
RCAとは、ある国の対象分野の論文数が、自然科
学・工学全体の論文数に占める割合を、全世界にお
ける対象分野の論文数の割合で、割った値で、ある。例
えば、 1997年における臨床医学分野の割合は、わが
国で22.2%、全世界で26.4%であり、わが国の同分野
の RCAは22.2%--;-26.4%= 0.841となる。 RCAがlを超
える分野は、わが国が力を入れている分野であると言
える。
t台手足国り'J~.Ç_~_Iは主
0∞001*吋唯年恥) 当芽竺笠手空全巴j公士竪:支ξ高ふ-型坦-球三空宙分-野軽三，蹟E座尿存主-医f芽害会聖雪竪?王，生-物
主1生命現空会ー軽主、民(民Y.¥>.・
4.3 
Comparative 図表4Nature掲載論文におけるわが国のシェア
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(注)・対象論文は図表 3と同じ。
，2001年は 1月-6月の6ヶ月分のみ集計。
図表6 わが国の分野別 RCA
??? 、???1.6 
〈
?
地球・宇宙
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るり一が一恒一りJ主一子!C.7.J主増加傾血J.;ありλ.静ι;二2空f立
は二.層，増加~1:Y.~9.ム
次に、自然科学・工学の全分野をカバーする SCI
データベースの収録ジャーナルを対象とした主要先
進国の論文、ンェアを図表51こ示す。
1991 生以降:~ー且然型主二1二主分-JIJり.~_.t~τ土!vり
論玄ー~;お;Jt.五むがー国り一?と~~Zf民主主 10'明争~t仕f近近-をを『緩;士~主aな~.I:
増加している。前述の Sciぬenc印e、Natureのシエア増加
は、これに近づきつつあると見ることもできる。 9~年)
出典:NSIデータベース(Deluxe，1981-1998)をもとに科学
技術政策研究所が集計。
科学技術指標(H12年度)科学技術政策研究所
97 96 
」斗
95 94 93 92 91 
0.4 
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4.4被引用回数による分野別の機関ランキング
ISI社が1991，..，_2000年の論文の被引用回数による
機関ランキングを、生物学・バイオテクノロジー、微生
物学、分子生物学・遺伝学、免疫学、神経科学、臨
床医学、薬学、動植物学、農学、コンピュータ科学、
環境、材料科学、エンジニアリング、地球科学、宇宙
科学、物理、数学、化学、心理学の19分野で、行った
結果、上_~三~_~J三七夜国ーりー機関が:_zX2::(X_~亡たf!?_!主、ー
生物主~!~j.生Z~空1 !=:l_2ゴー》同封:静思;主〉一物理>__{己主
り丘公竪である(図表7)。
これらのうち材料科学、物理、化学はわが国の
RCAが高い分野であり、わが国が力を入れている分
野には、世界をリードする機関があることが分かる。
図表7被引用回数による機関ランキング
(1)生物学・バイオテクノロジー
I1慎 機関 被引用位 回数
HARVARD University(米) 184786 
2 University of T exas(米) 149017 
3 UCSF(米) 93710 
4 東京大学(日) 79673 
5 NCI (米) 72923 
(2)材料科学
I1頂 機関 被引用位 回数
東北大学(日) 13889 
2 IBM(米) 13160 
3 UCSB(米) 12001 
4 MIT(米) 11723 
5 University of Ilinois (米) 9826 
(3)物理分野
I1頂 機関 被引用位 回数
AT&T(米) 98264 
2 東京大学(日) 92058 
311BM(米) 87982 
4 MIT(米) 86292 
5 I CERN(スイス) 85319 
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論文
数
7325 
8009 
3952 
5571 
2966 
論文
数
3231 
1369 
871 
1506 
1328 
論文数
4921 
10920 I 
4649 I 
6462 
5937 
(4)化学分野
)1頂 機関 被引用 論文数位 回数
UC Berkeley(米) 57039 3846 
2 京都大学(日) 56981 7215 
3 東京大学(日) 56860 6781 
4 I University of T exas(米) 50919 4052 
5 I University of 48634 4287 
Cambridge(英)
'---
出典:Science Watch Vol. 12， No. 4内July/August 2001， ISI 
4.5ナノテクノロジーに関する論文動向
前章では既存の分野ごとに被引用回数が多い論
文を輩出している機関を概観したが、最先端の研究
テーマは、既存の分野に収まらない境界領域や融合
領域で進んで、いることが多く、従来の手法では論文の
引用動向について分析することが困難である。
本章では、最近、国内外で脚光を浴びている土よ
云:!!_r:':2ゴーり論去り~~l周動血J_;;_? ど_-:ç_，_!~!_社長調
且ι集託L立結果ーをtとJ:三概観土色ー
同社が、 SCIデータベースから1991，..，_2000年に発
表された論文のうち、タイトルや著者が記したキーワ
ードに“nano"が含まれる論文 32，605件を取り出し、
被引用回数によるジャーナルランキングを行った結果、
図表8となった。
図表 8から、自然科学全般を対象とする Science
や Natureを除くと、物理分野>__{己完全会里王子主持型空
会里~~Y_-t二ゴ~!~~~上立す~)_9_ι三;ィ:1::(~としていること
が分かる。
図表8ナノテクノロジーのジャーナルランキング
順位 ジャーナル 被引用回数 論文数|
SCIENCE 13341 2371 
2 APPUED PHYSICS 12586 11321 LETTERS 
3 NATURE 11312 1921 
4 PHYSICAL REVIEW 8 9525 820 
5 PHYSICAL REVIEW 8023 424 LETTERS 
6 JOURNAL OF PHYSICAL 6422 182 CHEMISTRY 
JOURNAL OF THE 
7 AMERICAN CHEMICAL 5582 270 
SOCIETY 
8 JOURNAL OF APPUED 5415 825 PHYSICS 
9 CHEMISTRY OF 5392 405 MATERIALS 
10 NANOSTRUCTURED 4893 1099 MATERIALS 
出典:Esser曲ISc慰問量1畑町宮d“陶峨吋川智"凪，201年10月
同様に国別、機関別、著者別のランキング結果は、
図表9のとおりである。
図表9ナノテクノロジー の国・機関・著者ランキング
(1)国別ランキング
順位 国 被引用回数 論文数
米国 92108 9993 
2 日本 26267 4251 
3 ドイツ 20673 3579 
4 フフンス 17168 2673 
5 イギリス 9466 1415 
6 スイス 8233 792 
7 中国 7653 3168 
8 カナダ 5707 754 
9 スペイン 5131 874 
10 オフンダ 4767 514 
(2)機関別ランキング
順位 機関 被引用回数 論文数
UC 8erkeley(米) 6591 393 
2 MIT(米) 5370 366 
3 Rice 
University(米) 4329 156 
4 18M(米) 4305 282 
5 NEC(日) 4016 140 
6 HARVARD 
University(米) 3278 155 
7 東北大学(日) 3244 485 
B University of 
lIinois(米) 3093 289 
9 Ecole Polytech 
Fed Lausanne(ス
イス) 3092 212 
10 US Navy(米) 3045 
L一一一一 302 
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(3)著者別ランキング
)1積 著者 被引 論文数
位 用回
数
Smaliey RE， Rice 
University(米) 3816 
2 Alivisatos AP， UC 
8erkeley(米) 3084 
3 Ajayan PM， NEC(日) 2659 
4 Ebbesen TW， NEC(日) 2424 
5 Thess A. Rice University(米) 2213 
6 Gratzel M， Ecole Polytech Fed 
Lausanne(スイス) 1980 
7 飯島澄男， NEC(日) 1959 
8 Rinzler AG， Rice 
University(米) 1937 
9 Dai HJ， Rice University(米) 1851 
10 井上明久.東北大学(日) 1719 
出典:ISI・ThomsonScientific社報告 (2001年10月)
Essential Science Indicators of “Nanotechnology" 
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わが国は、園、機関、著者トップ 10にそれぞれラン
クインしている。
4.6おわりに
~ç_i~rrç.~.~.N鉱山旦り掲載論玄J;占め.生むがー国立~~­
~Z:}主増加i原凪l三あ児、.Þ.~.~国ιお 11，-主国ー際j震の.研
~.成農だー壇主主~~_~2三と点坊主主1之ーる且ー無論、両誌に
おけるシェアだ、けで、は、わが国の研究成果の評価に
不十分である。しかし、両誌は自然科学全般を対象と
し、かっ国際的に一流と認められているため、国別シ
ェアは、研究成果の評価における一つの注目すべき
指標となろう。
また、才f芝.?!._r:'2三izJ注旦:tるーとλ.過去J_Q.隼閉L
b点国民m昼型:立注ー日ーさーむ2論.玄主輩出L主主主ιこ
のような学際領域の論文動向の分析は、既存の分野
概念に沿って構築されたデータベースでは困難であ
ったが、今回 ISI社が用いた手法を利用することで、
他の学際領域(バイオインフオマティックスやシステム
バイオロジ一等)におけるわが国の論文の国際評価
を推測することが可能であろう。
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科学技術動向研究センターのご紹介
科学技術動向研究センターとは
平成 13年 1月より内閣府総合科学技術会議が設
置され、従来以上に戦略性を重視する政策立案が検
討されています。科学技術政策研究所では、戦略策
定に不可欠な重要科学技術分野の動向に関する調
査・分析機能を充実・強化するため、 1月より新たに
「科学技術動向研究センターjを設立いたしました。
本センターでは、第2期「科学技術基本計画JIこ示
されたライフサイエンス、情報通信等の重点分野の最
新動向に係る情報の収集や今後の方向性について
の調査・研究に、下図に示すような体制で取り組んで
います。
センターがとりまとめた成果は、適宜、総合科学技
術会議、文部科学省へ政策立案に資する資料として
提供いたします。
センターの具体的な活動は以下の3つで、すO
(1)r科学技術専門家ネットワーク」による科学技術
動向分析
わが国の産学官の研究者を「専門調査員」に委嘱
して(7月 1日現在 2670人)、インター ネットを利用し
て科学技術動向に関する幅広い情報を収集・分析す
る体制「科学技術専門家ネットワークjを3月16日より
運営しています。このネットワークを通じて、専門調査
員より国内外の学術会合、学術雑誌などで発表され
る研究成果等、注目すべき動向や今後の科学技術
32 
の方向性等に関する意見等を広く収集いたします。
これらの情報に、センターが独自に行う調査・研究
の結果を加え、毎月 1回、「科学技術動向jとしてまと
め、総合科学技術会議、文部科学省を始めとした科
学技術関係機関等に配布いたします。なお、この資
料はhttp://www.nistep.go必においても公開します。
(2)重要科学技術分野・領域の動向の調査研究
今後、固として取り組むべき重点事項、具体的な
研究開発課題等を明確にすることを目的とし、重要な
科学技術分野・領域に関するキーテクノロジー等を
調査・分析します。
さらに、重要な科学技術分野・領域ごとの科学技
術水準を欧米先進国と比較し、わが国の科学技術が
どのような位置にあるのかについての調査・分析も行
います。
(3)技術予測に関する調査研究
当研究所では、科学技術の長期的将来動向を総
合的に把握するため、デルブアイ法による技術予
測調査をほぼ5年ごとに実施しています。これは、
今後 30年間の重要技術を抽出して、重要技術の重
要性評価や実現予測時期を分析するものであり、
センターは、多くの専門家の協力により本調査を
引き続き実施いたします。
楽このレポートについてのご意晃、お問い合わせは、下記のメールアドレス
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